










2023年度
ESG投融資目標残高 1,150億円 2023年度

ESG投融資実績 1,034億円

2027年度
ESG投融資目標残高 3,000億円

シナリオ 国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）のRCP（代表的濃度経路）8.5シナリオ（４℃シナリオ）等

分析方法

①データ収集
　　▶ 融資先の担保不動産の所在地および建物階数（階数不明分は2階建てと仮定）
　　▶ 県内外の融資先企業の売上データ、拠点数および拠点所在地（拠点不明の場合は本店所在地）
　　※営業拠点：小売業→店舗、 製造業→工場  等
②ハザードマップ分析
　所在地データに基づく、各拠点の洪水発生時の想定浸水深を把握
③想定浸水深に基づく被害推計
　各拠点の浸水深および浸水深別被害率に基づき、被害額を推計
④当行財務への影響度評価
　被害額をもとに、当行の財務への影響を推計

分析対象 洪水

対象期間 2050年まで
分析結果 信用コスト増加額  最大約67億円

（※1） 削減実績は、2013年度を基準年（100）とした場合の削減割合
（※2） Scope3・カテゴリー15の試算　2023年度1,498,986t−CO2
　　　2024年3月末時点で当行の保有する各融資先の最新決算情報に基づく融資残高・売上高等を用いて試算しました。
　　　今後国際的な基準の明確化に対する議論が進む中で情報収集・精緻化を図ってまいります。

※ESG投融資は、外部評価のあるESG関連投融資と定義し、①グリーンローン、②グリーンボンド（サステナビリティボンドを含みます）、
③ソーシャルローン、④ソーシャルボンド、⑤サステナビリティ・リンク・ローン、⑥サステナビリティ・リンク・ボンド、⑦トランジション・
ファイナンス、⑧ ①～⑦に準じる投融資、の合計残高を目標に設定。

2013年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
Scope 1 (直接的排出) 677 t 551 t 515 t 493 t 531 t 507 t 483 t
Scope 2 (間接的排出) 7,609 t 4,698 t 4,586 t 3,644 t 5,219 t 4,374 t 3,271 t
小　計 8,286 t 5,249 t 5,101 t 4,137 t 5,750 t 4,881 t 3,754 t
削減実績（※1） — △36.6％ △38.4％ △50.1％ △30.6％ △41.1％ △54.7％

Scope 3
（サプライチェーン排出）

項　目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
1.購入した製品・サービス コピー用紙等 1,320 t 1,226 t 1,239 t 1,026 t
2.資本財 事業用建物 1,840 t 5,520 t 4,427 t 3,505 t
3.Scope1,2に含まれない燃料
  およびエネルギー関連活動 購入した電気 650 t 659 t 624 t 596 t

4.輸送・配送（上流） 輸送 793 t 805 t 800 t 793 t
5.事業活動から出る廃棄物 廃棄物全般 16 t 19 t 20 t 15 t
6.社員の移動に伴うエネルギー消費 出張 179 t 260 t 327 t 206 t
7.雇用者通勤 出勤 343 t 335 t 333 t 345 t

15.投融資 事業法人向け
融資 — — — （※2）

小　計 5,140 t 8,825 t 7,770 t 6,486 t
合　計 9,277 t 14,575 t 12,651 t 10,240 t

● ESG投融資
ファイナンスを通じたお客さまのサステナビリティへの取組みを支援するため「ESG投融資残高」の目標を定めています。中長

期的な目標設定については、今後の実績等を踏まえ、地域とお客さまの持続的な成長を一層促進できるよう、検討してまいります。

【リスク管理】
当行は、統合的リスク管理態勢において、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナル・リスクのリスク区分

で管理しており、気候変動はこれらのリスクに対し、さまざまな経路を通じて影響を及ぼします。当行は、統合的リスク管
理のリスク区分に基づいて気候変動に関するリスクを識別したうえで、シナリオ分析の実施によりリスク評価を行うなど、
適切に管理する態勢の構築に取組んでいます。

また、各リスク管理部門において業務内容や保有するリスクの規模・態様に応じた適切なリスク管理を行うとともに、リ
スク統括部が銀行全体のリスク管理を統括する態勢としています。

● 投融資方針の制定
環境や社会のさまざまな課題解決に向けて責任ある投融資を行うため、「あわぎんESG投融資方針」を定めています。投融

資方針を明確にし、適切にモニタリングすることで、当行投融資による環境・社会への影響を低減・回避するよう努めています。

（2）物理的リスク
当行の事業活動に対する直接の物理的リスクとして、自然災害による本支店等の設備への被害、当行グループ役職員への人的

被害が想定されます。これらのリスクについては、BCPを含む対応マニュアルの整備および災害対応訓練などを通じた災害対策
の実効性向上や、本部建物が被災した場合に備えた２拠点化などを実施しています。

また、異常気象の発生による深刻な洪水等により、取引先の社屋や工場が被災することが想定されます。これにより、担保不動
産の毀損や、休業による売上減少などが発生し、結果として当行の信用コストが増加することが想定されます。これらのリスクの
把握については、IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change:国連気候変動に関する政府間パネル）のRCP（代表
的濃度経路）8.5シナリオ（４℃シナリオ）等を踏まえ、財務への影響分析を行っています。

【指標と目標】
当行は、持続的な社会の実現のため、地域の一員としての環境保全活動や銀行業務を通じたお客さまの環境保護活動の支援

が重要と考えております。2009年6月に「環境方針」を制定し、当方針に基づくアクションプランとして、クールビズ、ウォームビズ
やライトダウン運動など、電力消費削減に向けた取組みを行っています。

● CO2排出量の削減
当行は、地球温暖化対策の国際枠組みである「パリ協定」の目標達成と地域の脱炭素社会の実現に向け、中・長期KPIとして

「CO2排出量削減目標」を定めています。

【中期目標】
　①2030年度における当行のCO2排出量を2013年度比で50%以上削減する。
　②2030年度における当行のエネルギー使用量を2013年度比で23%以上削減する。

【長期目標】
　2050年度における当行のCO2排出量を実質ゼロにする。

【CO2排出量実績】

（3）炭素関連資産の集中度合
炭素関連資産※（エネルギー・電力、運輸、素材・建築、農業・食糧・林業）［ただし再生可能エネルギー向けの貸出などを除外］の

総貸出金に占める割合は37.5%です。
※当行の業種分類から、TCFD提言の炭素関連資産の該当業種を選定し集計

● 機会
お客さまの気候変動への適応力向上や脱炭素社会への移行を踏まえた取組みを積極的に支援するため、サステナブルファイ

ナンスのラインナップを充実させていきます。お客さまの持続可能性を高めるため、経営課題の解決に向けた伴走型支援を強化
することで、当行の独自性である永代取引の実現とビジネス機会の拡大につなげていきます。

39 40AWA BANK Integrated Report 2024

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

持
続
可
能
な
地
域
社
会
へ
の
取
組
み

阿
波
銀
行
の
価
値
創
造
の
し
く
み

経
営
基
盤
の
強
化

阿
波
銀
行
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ

活
力
あ
る
組
織
と
多
様
な
働
き
方
の
実
現

永
代
取
引
の
進
化

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ



永代取引を支える人材の育成
● 永代取引の理念と実践に基づいた研修の拡充
● 専門人材の活用強化

職務別研修実施時間

350時間

572時間
500時間

専門資格取得者数

エンゲージメントスコアの
向上

各施策の結果指標として
ランクAAをめざす

多様な人材が
活躍できる環境づくり

● コース制度の見直し 
● 働き方改革 
● 野村證券との協働

対話を重視する組織風土
● 従業員エンゲージメントの向上
● ダイアログの実施による職場風土の醸成

キャリア支援の強化
● キャリア支援課の新設
● キャリア研修および面談によるキャリア自律支援

女性活躍推進

● AWAdONNA 活動
● キャリアパスの明確化
● 男性育児休暇制度の促進
● アンコンシャスバイアス解消
  への取組み

2022 （年度） （年度）2023 2027

目標

461名

1,000名

2023 2027

目標

男女賃金格差是正（行員） 男性育児休業取得率

2022 （年度）2023 2027

目標
70%

60.5% 61.7% 100％の定着化

女性役付者比率

25.9% 26.8%

30%以上

女性管理職比率

2022 2023 2027

目標

10.9%
12.2%

19%以上

2022 2023 2027

目標

（年度） （年度）

新入行員研修の様子

新入行員研修会

新入行員フォロー研修会

3年目行員フォロー研修会 4年目行員フォロー研修会 7年目行員フォロー研修会

上級行員研修会

新任管理職研修会

管理回収研修会FP実践力養成研修会

新規企業開拓シミュレーション研修会

中級得意先研修会

中級融資研修会

中級内部事務研修会

中級金融商品研修会

上級得意先研修会

上級融資研修会

上級内部事務研修会

キャリア研修5・７・10年目

本業支援・コンサルティング法人営業研修会

上級金融商品研修会

２年目行員フォロー研修会

初級内部事務研修会

初級金融商品研修会

ITパスポート

初級融資研修会

初級得意先研修会

1年目
・預金業務の基礎を習得し、金
融商品販売の資格取得、販売
補助を行う
・決算書の基礎を習得

・決算書の構造を理解し、財務
分析の基礎を習得
・税務の基礎を習得
・得意先係としての基本を理解
する

・各種制度を理解し、法人営業
としてお客さまニーズの把握
と提案力を向上させる

・新規企業開拓を行い、永代取
引の理念をお客さまや後輩に
伝えられる
・決算書等からお客さまの潜在
的なニーズを把握し、適切な
ソリューション提案を行う

・潜在的なニーズを把握し、高度
なソリューションを提供できる
・適切なソリューション提案営
業やビジネスマッチングを通
じて包括的なコンサルティン
グ営業を実践・指導できる

2年目

上級職・管理職
指導職

3年目

多様な人材が活躍できる環境づくり

当行の伝統的営業方針である「永代取引」を推進していくうえで最も大切な要素は「人」であるこ
とから、「人的資本・多様性」に対する取組みは、特に重要であると認識しています。

長期経営計画「Growing beyond 130th」では「人材の育成と活躍」を掲げ、永代取引を支える人
材の育成や多様な働き方の実現に取組んでいます。

2023年4月にキャリア支援課を新設し、実務に直結した職務別研修（内勤・融資・渉外）を大幅に
増加させ専門性の向上を図っています。

激変する環境の中、お客さまのニーズは多様化かつ高度化しており、職員のスキルアップとモチ
ベーションの向上、組織の多様化が求められています。全職員が性差に関係なく活き活きと働き、
チャレンジできる職場環境を創出し、活力ある組織と多様な働き方を実現していくため、2024年4
月に人事制度を改定しました。

エリア総合職を総合職に統合し、転居を伴う転勤は、原則本人の同意を得たうえで実施し、本拠
地から離れて勤務する場合の手当を拡充しています。

従来から自己研鑽にかかる費用等を補助するセルフアドバンス制度がありましたが、今回その制度に加えて、専門資格取得支援
も強化し、専門資格を取得した場合には最大20万円支給するインセンティブ制度を新設しています。

チャレンジできる職場環境を創出し、職員の能力を最大限に発揮させることで企業価値向上に努めてまいります。

当行は、長年にわたり培ってきた中小企業取引に関する考え方や知識•ノウハウを
整理し「永代取引の理念と実践」という冊子にまとめ、編纂しています。この冊子は、
職員の自己研鑽や集合研修および各エリア•営業店で開催する勉強会等で使用し、
永代取引営業のレベル向上につなげています。

職員全員の成長支援

実施施策およびKPI

2024年４月に人的資本経営への取組みをより強化するため、人事制度を改定しました。

新入行員は、1か月間の新入行員研修会を通じて、阿波銀行員・社会人
としての基本やマナー、徳島・当行の文化を習得し、同期意識の醸成を目的
としています。その後、10か月間の新入行員フォロー研修では職務ごとに
研修会でのインプットと営業店実習でのアウトプットを毎月繰り返し実施
することで知識の定着を図っています。2年目以降は職務別に初級・中級・
上級を設定し、性差、年次や役職に関係なく、主体的に学ぶ環境を整えて
います。

● 法人（包括的コンサルティング）営業担当者のステップアップイメージ

● 人事制度改定の主な改定内容

常務取締役
山下　真弘

人事担当役員メッセージ
活力ある組織と多様な働き方の実現

永代取引を支える人材の育成
活力ある組織と多様な働き方の実現

コース制度・職務等級制度の
改定

性差なく活躍できる職場環境の創出（ＤＥ＆Ｉの推進）と組織の多様化
◆エリア総合職を総合職に統合
◆行員のコースは「総合職」「専門職（新設）」「オフィス職（新設）」の３コース
◆総合職の転居を伴う転勤は、原則本人の同意を得たうえで実施
◆専門職を９等級に区分し、専門人材の育成と活躍の機会を創出

長期人材育成計画の改定

自らの仕事に誇りとやりがいを感じられる「働きがい」の向上
◆人事評価体系の見直しを行い「チャレンジ力」を追加
◆自律的キャリアを形成する研修体系への移行
◆キャリアデザインの策定

諸制度の改定

処遇の向上による「働きやすさ」の向上
◆本拠地から離れて勤務する行員への手当を拡充
 （転勤一時金の新設、滞在手当の増額）
◆専門資格取得支援の強化（インセンティブ制度の新設）

永代取引を支える
人材の育成

多様な人材が
活躍できる環境づくり

女性活躍推進
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2023年度参加者人数
初級マネジメント研修 17
次長マネジメント研修 24
上級行員研修会 42
新任管理職研修会 67
新任支店長研修会 14
支店長経営研究会 91

1.本部専門人材の育成 データ分析·マーケティングなど

2.本部業務のレベルアップ 業務改善·RPAの活用など

3.本部·営業店の
　コンサルティング力強化

DX支援コンサルティング、
業務改善コンサルティングなど

4.組織力の向上 職員のITリテラシー向上

項目 2024年3月 計画（'28/3）
FP1級、CFP 49 80
中小企業診断士 34 43
社会保険労務士 6 8
M&Aエキスパート 179 400
金融ジェロントロジスト 67 200
証券アナリスト 18 25

項目 2024年3月 計画（'28/3）
宅地建物取引士 71 130
農業経営アドバイザー 4 7
税理士、公認会計士 1 2
キャリアコンサルタント 22 45
その他資格 10 60

FSTの様子

多様な人材が活躍できる環境づくり•
ダイバーシティ、女性活躍推進

活力ある組織と多様な働き方の実現

お客さま一人ひとりに寄り添った丁寧なコンサルティングを実践していくためには、職員個々人のレベルアップと専門知識の習
得が欠かせません。当行は、中小企業診断士やファイナンシャル・プランニング技能士１級等、より専門性の高い資格取得をめざ
す職員へ向けて、対策セミナーの開催や費用負担の補助を積極的に行っています。

また、特に強化が必要とされる専門資格については公募・個別受験とも、合格者には最大20万円のインセンティブが支払わ
れます。通信講座の受講も促進しており、一定数を修了すると阿波銀コネクトが運営するラシクルモールで使用できるクーポン
を贈呈する制度を新設しています。

社会のデジタル化の進展とお客さまニーズの多様化に対応す
るため、デジタル人材の育成を強化しています。専門性や役割に
応じて、４つの視点で育成を強化し、データとデジタル技術の活
用による変革をめざします。また、知見を持つ企業への出向や専
門人材の中途採用も積極的に進め、デジタル人材の底上げを
図っています。

新しいスキル•知識を身につけ、学ぶ機会をサポートするため「セルフアドバンス制度」を運用しています。自己研鑽にかかる費
用等を年間５万円まで実費支給し、費用負担を軽減することで学びを促進し、人材のレベルアップにつなげています。

● デジタル人材の育成

● セルフアドバンス制度の利用促進　〜学ぶ機会の創出〜

● 専門資格（定義）

リーダー育成に向けたマネジメント研修等の実施

専門人材の育成

将来の幹部•リーダーを担う職員の育成に向け、各種マネジメント
研修を強化しています。

また、四国アライアンスの４行で共同開催しているインターバル研修
は、人材交流を通じて視野を広げ、リーダーとしての意識と知識向上を
図ることを目的として毎年実施しています。

サポート制度の充実

FST（フィールド・セールス・トレーニング）の実施

当行は、新入行員1名に対して、チューター1名、新入行員指導員1名が業務習得をサポートする体制とし、ともに成長できる
環境づくりに取組んでいます。さらに同じ職場以外の先輩行員がメンターとして若手行員をフォローし、悩みや不安を相談でき
る機会を提供することで、新入行員の早期自律を支援しています。

集合研修とOJTの利点を組み合わせた人材育成手法「FST」を取入れ、お客さまに
高い付加価値を提供できる人材開発に取組んでいます。

具体的には、同一エリア内、別店舗の先輩行員が若手渉外担当者に同行し、一緒に
なって新規企業や取引先企業を訪問することで、企業開拓のマインド向上と営業スキ
ル習得をめざしています。

（名） （名）

（名）

● あわぎん健康経営宣言

● 女性活躍に向けた研修施策

● 戦略マップ

● 健康経営推進体制

１．健康増進への
　積極的な支援

阿波銀行は、職員およびその家族の健康の維持・増進
に責任を持ち、従業員組合・健康保険組合と一体とな
り心身の健康づくりを積極的に支援します。

２．働きやすい
　職場環境づくり

阿波銀行は、職員の健康維持・増進活動を通じて、職
員一人ひとりが活き活きと誇りを持って働くことがで
きる職場環境づくりに取組みます。

３．地域社会への
　貢献

阿波銀行は、地方創生に向けた取組みを通じて、健康
で豊かな地域社会の発展に貢献してまいります。

職務別研修（初級・中級・上級）

預金、融資等の職務別研修をレベル別にすることで、新たな挑戦をサポート

ダイバーシティ・インクルージョン (アンコンシャスバイアス)、
メンタルヘルス研修

理解度、意識の向上を図ることに加え、対処法も身につく研修

ＬＩＴ（Loan Intensive Training）

法人営業および融資業務に挑戦したい職員の受け入れ態勢を強化

ワークライフバランス研修

産休・育休後の職場復帰時や時短勤務などを支援、ｅラーニングを充実

女性やシニアを含む多様な人材が活躍できるキャリア、雇用形態、働き方等の「働きやすさ」と自らの仕事に誇りとやり
がいを感じられる「働きがい」の両輪からダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン（DE＆I）を推進し、活き活きとし
た職場づくりを行っています。

女性活躍推進への取組み

健康経営への取組み

お客さまの本業支援やFP提案を通じた融資創造等、ソリューション業務を集中的に学
び、お客さまに高い付加価値を提供できる行員の育成を図るためにＬＩＴ（リット）※を
行っています。
※ＬＩＴとは、Loan(融資)、Intensive（集中的な）、Training（トレーニング）の略称です。

当行は、「あわぎん健康経営宣言」を行い、職員およびその家族の健康に関するさまざまな取組みを推進しています。

健康投資
健康投資効果

職員の意識変容・
行動変容に関する指標 健康関連の最終的な目標指標健康投資施策の

取組状況に関する指標

健康経営で
解決したい経営課題

地域経済の発展と
産業振興に貢献す
るためには、職員
の心身の健康度の
向上が必要

さまざまな効果に
関連する
健康投資

定期健診実施
人間ドック等の
費用負担

健康管理室の
費用負担

休暇制度の
導入

業務効率化・生産性
向上へのシステム投資

平日受診・
内視鏡検査の推奨

保健指導の実施

禁煙プログラムの
実施

睡眠セミナーの開催

健康ポイント制度の
創設

相談窓口の複数化

ワーク・
エンゲージ
メントの
向上

職員の
生産性の
向上

職員の
健康状態
の改善

時間外労働の削減

平日受診率・
内視鏡検査率の向上

糖尿病重症化予防
の改善比率

禁煙プログラム参加
者の割合の向上

セミナー参加者数の
増加

参加者の増加

活用率の向上

睡眠時間の増加

上席者の
関わり度合いの
向上

喫煙率の低下

生活習慣の
改善（運動習慣
比率の向上）

プレゼン
ティーイズム
の低減

仕事満足度
の向上

アブセン
ティーイズム
の低減

再検査
対象者率の
低下

指揮・命令
対外発信

企画・運営
検証

相互連携

頭取（健康経営推進最高責任者）

経営統括部
経営統括部長

（総括安全衛生管理者）
経営統括部
厚生課

嘱託医
健康管理室

連携連携連携
従業員組合 健康保険組合 産業医 外部専門家

人事担当役員（健康経営推進担当役員）
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2020 2021 20232022

一人当たり月平均時間外勤務時間数

15:45

14:52

15:5515:54
16：30

16：00

15：30

15：00

14：30

14：00

32%削減率
（2016年比）

（時間）

2020 2021 20232022

一人当たり平均有給休暇取得日数

9.5

10.1

9.08.8

11.0

10.5

10.0

9.5

9.0

8.5

8.0

50%
付与日数に対する
  取得率

（日）

2021/9 2022/3 2023/3 2023/9 2024/3 2028/32022/9

A
BBB

A
BBB

A A
AA

目標
AAA
AA
A

BBB
BB
B

CCC
CC
C

DDD
DD

頭取と職員とのダイアログの様子

研修で使用する当行独自のCAREER BOOK

職員の健康意識醸成と取組みを促すた
め、健康経営DXアプリを導入しています。主
な機能として、アプリ内での健康診断結果
の把握や、運動•食事•睡眠の生活ログや勤
怠状況等のデータを一元管理することで、
健康情報の見える化を行います。また、歩行
イベントの開催など、職員間で連携すること
でコミュニケーション強化を図っています。

職員およびその家族の健康に関
するさまざまな取組みを推進し、
2024年度健康経営優良法人に認
定されました。

次世代育成支援対策推進法に基
づく特例認定企業として「プラチナ
くるみん」の認定を受けています。

働き方改革「チャレンジ30」を実施しています。「チャレンジ30」では、2016年比時間外労働30％削減や有給休暇取得率
30％以上等を目標に掲げ取組むことで、生産性向上と仕事•家庭生活の両立を後押しし、職員一人ひとりが能力を最大限に発
揮できる職場づくりにつなげています。

・職場つみたてNISA
　野村證券と「職場つみたてNISA」の契約を締結し、職員向けに給与天引きの職場つみたてNISAの制度を2024年1月から
導入しました。拠出額に対して奨励金３％（上限あり）付与することで職員の資産形成への意識の向上を図っています。

・職員持株会
　月例・賞与奨励金を引き上げ、また長期保有奨励金を新設しました。

・確定拠出年金
　2021年4月に実施した65歳への定年延長にあわせて退職給付制度も
改定し、人生100年時代を見据え、定年後の人生にもゆとりを持って歩む
ために給与の一部から確定拠出年金掛金を追加拠出できる「ライフプラ
ン支援制度」を新設しています。現在、確定拠出年金制度への加入率は
98.2％（2024年3月）となっています。また、掛金の運用状況は、変動商品
の選択割合が全体の75.2％となり、当行が利用する運営管理機関内の平
均である64.6％を大きく上回っています。

エンゲージメント向上への取組み
従業員エンゲージメントの向上に向けて、半年のサイクルで、グループ会社を含む全ての部署においてエンゲージメント

サーベイを実施しています。これらサーベイの結果をもとに、各部店でダイアログを実施しアクションプランを策定・実行する
ことで、継続的な組織改善活動につなげています。

時間外労働の推移

エンゲージメント・スコアの推移

有給休暇の取得状況

役員と職員との対話

人権への取組み

●ファイナンシャル・ウェルビーイングへの取組み

キャリア支援の強化

役員が職員と向き合い、直接意見交換をするなかで、相互理解を
深めるためのさまざまな取組みを行っています。具体的には、各役
員が日ごろから営業店に出向き、各営業店職員とのコミュニケー
ションを高める機会を設けています。2023年度はダイアログを100
回実施しました。

当行の存在意義や地方銀行のビジネスモデル、SDGs支援や人材
育成などのテーマで活発な意見交換•質問や提案が行われました。

銀行は、お客さまや職員など多くの「人」と関わって企業活動を行っていま
す。そのため、一人ひとりが自分の人権のみならず他者の人権についても正
しく理解し、人権を相互に尊重しあうこと、そして行動につなげていくよう努
めなければなりません。

当行は、職員倫理に職員の行動基準を定め、全職員に「真実を大切にした
誠心誠意の職務遂行」を徹底しています。また、定期的な「同和•人権問題」に
関するセミナー動画の視聴や全店統一勉強会を開催しています。

職員一人ひとりの主体性の発揮を重視し、活き活きと働きがいを持って
働くことができる職場づくりを進めるため、キャリア研修など、自律的な
キャリア形成支援を積極的に実施しています。

キャリア研修では、当行独自の「キャリアブック」を活用して、職員が仕事
の目的について考え、これからの自分のキャリアを描く機会としています。

また半期ごとに各自で目標設定に3～5年後のめざす姿を入力し、自身
のキャリアを主体的に考える機会を設けており、毎月の1on1ミーティング
やキャリア支援課との定期的な面談を通じて職員のキャリア形成を支援し
ています。

●健康経営DXアプリの活用 ●外部からの評価

●働き方改革ならびに両立支援に向けた環境整備

対話を重視する組織風土、
キャリア支援の強化

活力ある組織と多様な働き方の実現

種類 変更前 変更後
（２０２４年７月）

月例・賞与奨励金 8％ １０％

長期保有奨励金 新設

持株会での継続保有
年数が２年経過するご
とに、２％、４％、６％、８
％、10％の奨励金付
与を掛込額に応じて
実施

職員持株会 奨励金
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頭取　「お客さま重視」「現場重視」を意識し、各営業店

を回り積極的にお客さまの訪問等を行っています。それ

に合わせて対話を重視する組織風土を醸成するため、

営業店職員とダイアログをしていますが、2023年度は

当行全体でちょうど100回実施しました。直接意見交換

するなかで、相互理解を深めることを目的としており、

私自身さまざまな気づきもたくさんあります。本日はそ

れぞれの立場から日頃思っていることなどを意見交換

できたらと思います。

福田　私は入行して11年になります。今まで大阪や横

浜など主に県外の支店で中小企業取引の新規開拓とい

うやりがいのある仕事を行ってきました。「徳島県に本

店を置く阿波銀行がなぜ？」というふうに初めて訪問し

た先のお客さまには驚かれるのですが、過去から築き

上げてきた先輩たちの汗の結晶である県外の取引先数

や経営理念等を説明すると納得していただけます。また、

お取引していただけるようになり随分年数が経過して

も、経営者の方から、「開拓者である〇〇さんは元気し

ているのか？偉くなっているだろう」等と気にかけてい

ただくことも多く、お客さまの心に深く残っているとい

う印象を受けます。私も何年かしたらそのように言われ

る営業マンでありたいと営業活動に勤しんでまいりま

した。営業手法は人それぞれですが、永代取引を支える

人材育成は制度ではない精神的な部分でも当行内に

脈 と々受け継がれているという気がします。

頭取　実際にお客さま訪問した際には、そのような会

話になることは多いですね。頭取や支店長にとって、部

下行員が褒められるというのは上司冥利に尽きます。

　私の若かりし頃、入行2年目で東京支店に配属になり

ました。その当時は私が一番若い立場でしたが、先輩の

皆さんが熱心に勉強する姿を見て、これではだめだと

思い、つられるようにして勉強した記憶があります。お

客さまに良い提案をするためには自分自身を磨く必要

があります。またお客さまのこと、事業の内容を詳しく

知る、今でいう事業性評価も必要になります。その当時

は事業性評価という言葉はありませんでしたが、東京

支店には自己研鑽する風土や事業性評価の考え方が

でき上がっていました。知識と実践はまさに「知行合一」

という言葉がありますが、知るだけでは本当に知ったと

は言えず、実践が伴わなければならないということです。

皆さんには自発的に学びたいと思う風土を作っていた

だきたいと思っています。銀行でも専門資格や研修時

間の目標を定めていますが、これは単に資格をとって、

たくさん研修を受けてくださいということではなく、自

分自身の視野を広げて、お客さまに提供するサービス

のレベルを上げていくことが目的です。

大久保　私は入行して6年になります。現在マネーアド

バイザーとして個人のお客さまの資産形成のご支援を

行っています。株価や為替は日々変動しており、世界経

済の成長とともに運用成績も総じて良化していると感

じます。一方、電気代や物価なども上昇していますので、

生活が楽になったとは言えない状況だと思っています。

「貯蓄から投資へ」と言われていますが、人生100年時

代、今後ますます資産形成は重要性を増していくと思

います。

　2021年に野村證券と包括的業務提携を締結したこ

ともあり、東京の野村證券コンタクトセンターで5カ月

間研修を受けたことはとても良い経験になりました。野

村證券や他行の方と関わることができ、営業のスタイル

はもちろん、それぞれの企業文化の違いやさまざまな

考え方を知ることで視野が広がりました。

　私の母も実は当行行員でして、以前は私と同じくマ

ネーアドバイザーをしていました。預金を集めるという

時代から預かり資産営業として提案を行う黎明期で、

野村證券と提携する前のことですので今とはまったく

異なる環境だったと聞いたことがあります。

活力ある組織活力ある組織とと多様な働き方多様な働き方のの
実現に向けて実現に向けて

福永 丈久

頭取

大久保 奈緒

アセットコンサルティング部
鴨島コンサルティングプラザ

西改 康佑

業務管理部システム管理課
経営役補

福田　翔

本店営業部 営業第二課
課長代理

頭 取
×

若手行員
座談会

施  策
・永代取引を支える人材の育成		 ・多様な人材が活躍できる環境づくり

・女性活躍推進				   ・対話を重視する組織風土の醸成

経営計画Growing beyond 130 thの基本戦略の一つ、【活力ある組織と多様な働き方の実現】では、

以下の4つの施策を展開しています。この施策について頭取と若手行員で自由に話し合っていただきま

した。
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頭取　銀行も以前は、男性は外回り、女性は中で事務と

いう時代が長く続きましたが、今は野村證券の出向者

と協働し多様な人材が活躍できる環境になっています

し、まさしく女性が活躍している分野の一つです。

　経営計画「Growing beyond 130th」の柱の一つで

ある「活力ある組織と多様な働き方の実現」を具現化す

る新人事制度を本年４月にスタートさせました。その最

大の目的は、やる気を持った職員が自分のキャリアを

軸に能力を最大限に発揮することにあります。そして、

この目的達成のためには、職員各々が自分ごととして主

体的に捉え、チャレンジし、それを上司が正しく評価す

ることで、風土として定着させていくことが必要です。初

年度に確実に運用を進め、当行の成長の礎としていき

たいと思います。

福田　銀行の公募制度を活用し、中小企業診断士に合

格することができました。中小企業の経営に関する幅

広い知識を学べるため、経営者の方との面談の際には

「話のわかる営業」と評価いただき、一歩踏み込んだ情

報開示や相談をいただくことが増えたと感じます。

　ただこれは資格だけではなく、現場で多くの経営者

の方と対話をして、いろんな事例を経験して徐々に成功

体験を積んできたからでもあります。また現在法人営業

をしていて感じることは事業承継に関する課題を抱えて

いる経営者の方が多く、今後は税理士資格の法人税、相

続税の科目合格にチャレンジしてみたいと考えています。

西改　私は6年前に子どもが生まれたことをきっかけ

にUターン就職し、現在はシステム関連の仕事に従事し

ています。お二人と異なり、法人や個人営業ができるわ

けではありませんし、自然豊かな徳島が好きでUターン

したので、県外勤務志向は今のところありません（笑）。

　今年4月に人事制度が改正され、転勤に関しては個

人の考えがより尊重される制度になったと感じていま

す。転居を伴う転勤について、事前に本人の同意を得る

という点は、従業員からすると助かります。総合職から

切り離して専門職のコースが新たにできたことも制度

の変更点としては大きいことだと思います。私は総合職

ですが、多様な人材が活躍できる場が増えたので自分

と同じような中途採用者も増えるのではと思います。

頭取　専門職は市場運用やシステム開発など担当分野

における高度な専門知識・スキルを有し、高い業務遂行

力、指導力を有する人材を育む職種です。まだ当行では

10名程度ですが、即戦力の中途採用も増やしていくこ

とや総合職から専門職をめざしてもらうことを考えてい

ます。ぜひチャレンジしていただきたいと思います。

西改　私は中途採用していただいたので前職との比較

ができるのですが、阿波銀行の福利厚生制度はとても

充実していると感じています。家族手当やグループ保険、

職場つみたてNISA、確定拠出年金、持株会の奨励金、

各種休暇制度等本当に職員想いの企業だと如実に感

じています。

大久保　私は今までは地元の徳島県西部で働きたい

と思っていましたが、野村證券のコンタクトセンターで

の経験をしてからは、県外で働くことで多くの人と関わ

り、将来的にその経験を元に地元に貢献したいと思う

ようになりました。転勤一時金の制度が新しくでき、滞

在手当も増えるといった県外で働くことを後押しする

制度も大きいと思います。業務の幅が広がることは選

択肢が増え働きやすさにつながると思います。また、今

まで挑戦できなかった業務にも挑戦しやすい環境に変

わりつつあるので女性活躍の場が広がったと思います。

ただ、私の所属している県西エリアでは人手不足を感

じることも多く、業務の幅が広がり挑戦したい業務がで

きても人繰りの関係で難しくなっている面があるように

思います。

頭取　徳島県は人口が減少しており、当行においても

働き手の確保は課題の一つです。一方、銀行の業務、お

客さまのニーズは多様化しています。それらに対応する

ため、当行の構造改革を行い戦略的に配置する人員を

いかに捻出するかがポイントです。事務の効率化・集中

化・レス化にはピッチを上げて取組んでいく必要があり

ます。お客さまの利便性向上と営業店事務の削減によ

る営業力強化につなげていくためにも、スピード感を持

つことが重要です。

西改　デジタル・トランスフォーメーション（DX）や人

工知能（AI）、ChatGPT（生成AIの一種）等を活用する

ことで銀行業務の効率化はもとより、対面・非対面とも

に業務が大きく変わる可能性があると思っています。

頭取　そうですね。時代が大きく変わろうとしています。

また変わらなければならないとも思いますね。例えば、

お客さまが窓口で用紙に記入したり、職員がお金を数

えたりという手続きが減っていく方が時代に即している

のでしょう。それらをレス化することでお互いの負担を

軽減し、お互いに向き合う時間を創出することが求めら

れます。

　創出してできた時間は、阿波銀職員としての魅力を存

分に発揮する機会となります。

　そこで、昨年4月にキャリア支援課を創設し、人材育

成の強化を図る体制を構築しましたが、皆さんは何か

変化を感じますか？

福田　キャリア支援課ができてからは研修のレパート

リーが増えたように思います。今までは「何年目研修」と

いう研修が多かったように思いますが、レベル別の研

修で参加する場合は、性別も年齢も年次も関係なく参

加できるようになったと思います。これからはもっと多

くの方と研修で会うことになるのかなと思うと交流の

輪も広がるかもしれませんね。

大久保　確かに研修は増えたと思います。私の身近で

も、あれっ？今日〇〇さんが見当たらないなぁと思って

いると「〇〇さんは本日研修所で研修です」というケー

スが増えてきました（笑）。

　今までの阿波銀行の女性のキャリア形成について考

えてみると内勤か、マネーアドバイザーという選択にな

ることが多かったと思いますが、さまざまな業務を経験

することでキャリアの選択肢が増えるのは良いことです。

幅広い業務を経験することで職員同士の相互理解も高

まります。私もいずれは融資係や法人営業も経験してみ

たいので、そのためにも研修制度の充実はありがたい

です。

西改　私は、サイバーセキュリティ等のシステム管理を

担当していますので、現業務に関して当行研修所で研

修を受ける機会はあまり多くありません。しかし、情報

分野においては良い意味でも悪い意味でも日進月歩以

上のスピードで技術革新が行われていますので、情報

収集や自己研鑽が必要だと思っています。

　ネットは世界中つながっていますので、外部からのサ

イバー攻撃について細心の注意を払っています。システ

ムのみに頼るのではなく、情報リテラシーの維持・向上

に努めて、私自身の知識が陳腐化しないよう常にアップ

デートしていきたいです。

頭取　当行にお預けしていただいているお客さまの大

切な預金や情報です。全力で守っていく必要があります。

そのためにはまず当行職員の金融リテラシーおよび情

報リテラシーを高めていく必要があります。

　本日はそれぞれ立場や業務内容は異なりますが、有

意義な対話になりました。世代を超えた息の永い取引

を継続し、地域やお客さまの永続的な発展に寄与して

いくという当行のビジネスモデル「永代取引」をさらに

進化させるためにも引続きよろしくお願いします。

頭取 × 若手行員　座談会
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計画に沿った業務執行
戦略・施策の実行

本部・営業店にて業務執行

モニタリング、収益・リスク評価
RA指標のモニタリング
予兆管理、施策の一部変更

経営計画・業務運営計画策定
RAの方針およびRA指標の決定
資本配賦、リスク管理プログラム

次期計画、RAの方針協議
内外環境分析、シナリオ分析
新たな戦略のリスク評価

Plan Do

Action Check

リスクアペタイト基本方針

● RAFに基づく経営計画の策定

● リスクアペタイト運営

● RAFの概要

店舗改革
店舗ネットワークの最適化

構造改革

＋融資業務改革
融資事務の効率化と集中化

人材育成による
生産性向上

事務改革
事務効率化・集中化・レス化

110名

70名

▪県内地区担当者
▪県外渉外係増員
▪新規エリア進出
▪コンタクトセンター
▪ストラクチャードファイナンス
▪コンサルティング人材

20名

20名 ▪専門人材の育成、配置

▪事務集中化人員等

再配置

社会的責任・役割 当行の存在意義（ステークホルダーからの期待）

コアビジネスを中小企業取引とするビジネスモデル
リスクカルチャー

リスクアペタイト基本方針、リスク運営方針

行是・経営方針

収益低下リスク
（能動的に取るリスク) （受動的に取るリスク) （取らないリスク)

内部統制システム

リスク管理プログラム

リスクアペタイト

リスクアペタイト指標

外部環境・収益状況の認識

経営計画・業務運営計画

ロードマップ、KPI

施策の前提として策定

ストレスチェック

一体管理

財務毀損リスク 組織動揺リスク 社会信用低下リスク

10年後のめざす姿に向け、顧客基盤の拡大と地域・お客さま、そして当行の持続的成長にこれまで以上に取組むため、
これらの土台となる「経営基盤の強化」が必要であると考えています。経営計画のもと、「構造改革（店舗改革、融資業務改
革、事務改革）」「RAFの高度化」「アライアンスの高度化」「業務継続態勢（BCP）の強化」および「リスク管理とコンプライ
アンス態勢の強化」を中心に、5年後、10年後に続く経営基盤の構築に取組んでいきます。

構造改革

RAF（リスクアペタイト・フレームワーク）の高度化

当行の伝統的営業方針である「永代取引」はFace to Faceを中心としており、「店舗改革」「融資業務改革」「事務改革」
を柱とする構造改革と人材育成による生産性向上により、職員がお客さまと向き合う時間の創出と、人員の再配置による

「お客さま感動満足」の創造を強化していきます。

当行は、コンプライアンス態勢の強化を土台として、リスクを取って収益を上げる経営計画の戦略と、過度なリスクテイ
クを抑制しコントロールするためのリスク管理態勢の整合性を確保しながら、中長期的な企業価値の向上を図ることを目
的とし、RAF（リスクアペタイト・フレームワーク）を構築しています。また、RAFを適切に運営するため、リスクアペタイトに
関する基本方針と、経営計画と業務運営計画におけるリスクアペタイトの位置付けを明示したRAS（リスクアペタイト・ス
テートメント）を制定しています。

外部環境の変化やステークホルダーからの期待を的確に把握し、リスクアペタイトに反映させることで、RAFの高度化
をめざしています。

店舗改革（店舗ネットワークの最適化）
当行の店舗づくりは、地域の交流拠点として、人と情報が行き交う場所をめざしています。事務手続きのデジタル化（ペー

パーレス化、印鑑レス化など）を推進しながら、全てのお客さまに寄り添う場所として、各店舗が地域のハブとなり、最適な店
舗ネットワークの構築により、地域全体の活性化をめざしています。

2023年1月に新築移転した藍住支店はユニバーサルデザインを受賞しました。

融資業務改革（融資事務の効率化と集中化）
融資業務改革は、事務効率化と人材育成を同時に行うことにより、当行のビジネスモデルである「中小企業取引」に強い

人材の増強をめざしています。お客さまの事業を高いレベルで理解し、お客さまのベストパートナーとして、課題認識からソ
リューション提案までを一貫して行い、企業の持続的な成長に貢献していきます。

　　
事務改革（事務効率化・集中化・レス化）

これまで実施してきた事務改革の定着化に加え、事務手続き・紙の資料・印鑑のレス化により、お客さまの利便性向上と
職員がお客さまと向き合う時間の創出につなげています。営業店をサポートする本部においても、高度専門人材の育成に
より、付加価値の高いサービス開発と本部集中化による事務効率化に取組んでいます。

1. 世代を超えた息の永い取引を継続し、地域やお客さまの永続的な発展に寄与していく伝統的営業方針「永代取引」を、卓
越したビジネスモデルへと進化させるため、中小企業取引を中心に小口分散・複合取引の高度化を追求する。

2. 銀行全体のリスクを統合的に管理する態勢の整備・確立に努め、各種リスクのリスク量を自己資本（配賦資本）と対比す
ることによって、資本の十分性を管理する。

3. 行是「堅実経営」と５つの経営方針をベースとし、存在意義「永代取引によるお客さま感動満足の創造と豊かな地域社会
の実現」に向け、ステークホルダー（地域社会・お客さま・株主・職員等）の期待に応えていく。そして、それぞれ異なるス
テークホルダーの期待は、リスクアペタイト（RA）すなわち「どのようなリスクをどの程度まで取るか」の判断材料とする。

4. RAFを経営計画の策定や実行および管理、外部環境の変化を踏まえた持続可能なビジネスモデルの検討などに活用す
ることで、企業価値の向上をめざしていく。

経営基盤の強化への取組み
経営基盤の強化
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｢重要業務」の特定 耐性度（最低限維持すべき水準）
を設定

重要業務に不可欠な
経営資源を確保 訓練などで適切性を検証

じゅうだん会は、システム共同化に合意した、当行、山形銀行、筑波銀行、武蔵野銀行、八十二銀行、宮崎銀
行、琉球銀行で構成されています。2013年度

 基幹系システムを含む広範囲なシステム共同化による効率化とコスト削減

各種システムの共同化 共同化以外の連携強化
・次期基幹系システムを見据えた対応（スリム化、リノベーション）
・ＡＰＩ基盤の開発強化
・商品サービス、カスタマイズの見直しによるコスト削減

・情報の利活用方法の習得
・マーケティングノウハウの習得
・AIを活用した業況予兆モデル等の構築
・TCFDやAML等の情報連携強化とノウハウの習得

四国アライアンスは、当行、百十四銀行、伊予銀行、四国銀行の四国の地方銀行4行が協働し、地域の魅力
を高め、地域とお客さまの持続的な成長に貢献することをめざしています。

 地域の魅力を高め、地域・お客さまと4行が持続的に成長・発展

ブランディングと販路開拓をワンストップで
提供し、相乗効果を生み出します

ブランディング事業

販路開拓事業

運営ファンド

● しこく創生２号ファンド
  （事業承継・成長）

● しこく創生ファンド
  （事業承継・成長）

● しこく中小企業支援ファンド
  （企業再生）

・地域産品のブランディングおよ
び販路開拓支援を行う地域商
社

・国内外に四国の魅力を発信す
ることで、新たな付加価値創出
に貢献し「四国創生」 をめざし
ます

・ファンドを通じて資本と経営の両
面からサポートを行うファンド運
営会社

・地域の中堅・中小企業を主な投資
対象とし、投資先企業の中長期的
な成長を支援することにより、地域
経済の活性化や創生に貢献します

四国の魅力ある資源のブランド化、
プロモーションをサポートします

4行のネットワークを活用し、バイヤーの
ニーズに基づいた販売支援を行います

野村證券との提携により、証券分野のみならず預金や保険も含めた付加価値の高い総合金融サービスを
提供し、お客さまの最適な資産形成による豊かな生活の実現をめざしています。

 あらゆる分野での連携を強化し、総合金融サービス機能の高度化

金融仲介分野 金融仲介分野以外の連携強化
・金融ジェロントロジーへの対応強化
  （専門人材の育成と新たな商品サービスの開発）
・ペア制の推進によるエリア営業体制と人材育成のさらなる強化
・職場つみたてNISA、iDeCoを活用した職域営業と複合取引
・コンタクトセンターのノウハウ取得
・モニタリング態勢の高度化

・法人ビジネス分野連携強化
  （事業承継、エクイティファイナンス、ESG分野等）
・SDGs、金融教育分野での連携強化
・ダイアログやワーキングを通じたDE＆I（ダイバーシティ・エク
  イティ＆インクルージョン）の推進

ふくおかFG傘下のiBankマーケティングと提携し、「金融と非金融」をシームレスにつなぐ新しいサービス
を提供しています。

 スマートフォンを活用した新しい金融サービスプラットフォーム

マーケティングの強化 広告代理業の強化
・デジタルマーケティングノウハウの習得
・｢Wallet+」を活用したOne to Oneマーケティングの強化

・広告代理業による取引先のマーケティング支援
・お客さま情報の有効活用

アライアンスの高度化 業務継続態勢の強化

リスク管理とコンプライアンス態勢の強化

当行は、他行および他社との健全なアライアンスの構築により、お客さまの企業価値向上と豊かな地域社会の実現に向け
取組んでいます。

当行は、台風や地震等の自然災害への対応や、さまざまなリスクへの対応方針を明確にするため、リスク管理規程および
BCPを策定しています。一方、新型コロナウイルス感染症拡大の経験や、社会システムの急速な高度化および複雑化の
現状を踏まえ、想定以上の障害や災害への対応を、当行のみならず、地域一体となって取組む必要があると考えています。
また、未然防止策の高度化に加え、想定外の障害および災害が発生した場合の早期復旧や影響範囲の軽減を担保するオ
ペレーショナル・レジリエンスの確保に取組み、業務継続態勢の強化を図ってまいります。

●地域のBCP支援
南海トラフ地震における、M8〜9クラスの地震が今後30年以内に発生する確

率は70〜80％（※）と言われています。地震等の自然災害が発生した場合、各企
業の被災等の直接的影響はもとより、サプライチェーンの断絶など、間接的な影
響も甚大となります。BCP未策定企業への策定支援や、企業の具体的な業務継
続態勢構築の支援に取組むことで、地域全体のレジリエンスを高めるとともに、
当行の財務基盤の強化につなげてまいります。

2023年度は自然災害等に対する防災会議・訓練を年4回実施しました。
※地震調査研究推進本部地震調査委員会の調査、2023年1月1日現在

●オペレーショナル・レジリエンスの確保

リスク管理とコンプライアンス態勢の強化は、お客さまの信頼に応えるうえで最も重要な課題であると考えています。特
に、銀行としての社会的責任に関わる法的リスクやコンプライアンス違反等の人的リスクは、当行の信用失墜につながる
リスクとして、RAFにおいても、発生を極小化すべきリスクと位置付けています。また、リスク発生前に適切な態勢を整える
ため、フォワードルッキングな観点で潜在リスクの洗い出しと顕在化の抑制に努めています。

●マネー・ローンダリング╱テロ資金供与等防止
マネー・ローンダリング╱テロ資金供与等防止は金融機関に求められている国際的な責務と認識しています。また、犯罪

組織による金融サービスの濫用を防止するため、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」によるお客さまの本人確認や
不正利用口座の取引停止措置などを厳格に実施しています。

●内部通報制度等の相談窓口
役職員による不正の未然防止と早期発見を目的とした「内部通報制度」およびハラスメントに関する相談窓口「ハラスメン

ト相談窓口」を設けています。「ハラスメント相談窓口」では、男女それぞれの相談員が電話・メールにて相談への対応を行っ
ています。また、仕事に限らず悩み全般の相談ができる「スマイルコール」制度を設け、男女12名の職員がスマイルコール・ス
タッフとして対応しています。これらの相談窓口は、行内イントラの掲示、リーフレットの配布により、繰り返し周知を図ってい
るほか、各部署にポスターを掲示し、制度の利用を促進するための環境づくりに努めています。

システム関連で親和性のある両グループが知見・ノウハウ
を共有し、効率的なシステム運用・業務プロセスの実現を
目指すとともに、お客さま向けサービスの高度化、各地域
経済の持続的な成長に貢献するため、本研究会を立ち上
げました。

 「TSUBASA・じゅうだん会共同研究会」の発足

システムタスクフォース 業務効率化タスクフォース サイバーセキュリティタスクフォース
・次世代システム、サブシステムに関する共同研究
・デジタル分野（API 活用等）に関する共同研究
・AML（マネー・ローンダリング防止）対策に関する
共同研究

・店舗省力化施策（有人店舗の省力化、バック
オフィスの共同化）に関する共同研究
・業務効率化に関する共同研究

・サイバーセキュリティ対策に関する共同研究
・サイバーリスクマネジメントに関するノウハウ
共有

災害対策演習に参加する移動店舗車「あわぎん号」
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取締役会

議長：会長

会計
監査

内部監査

指示

監査/監督

連携 連携

選任・解任

諮問
・
答申

選任
・
解任

報告

本部

リスク統括部

選任・解任

監査等委員会室

業務執行取締役

執行役員会

株主総会

監査部

会計
監査人

営業店
子会社

経営管理
委員会

アドバイザリー
委員会

ALM委員会常務会
四国

アライアンス
推進委員会

取締役常務取締役

副頭取 専務取締役頭取

経営会議

監査等委員会

社外5名
（33%) 社内10名

（67%)
社外5名
（71%)

社内2名
（29%)

取締役会 監査等委員会

7名15名

うち女性役員
2名（13％）

うち女性役員
2名（29％）

2018年3月
2018年6月

2021年2月
2021年6月

2024年6月

・アドバイザリー委員会の
  設置

・監査等委員会設置会社への移行
・女性社外取締役の選任
・社外取締役比率１/３以上

・役員の個人別の報酬等の
  内容に係る決定方針を
  制定

・独立社外取締役比率１/３以上

・女性社外取締役の
  複数選任

● コーポレート・ガバナンス体制図

● 各機関における独立社外取締役の構成

● コーポレート・ガバナンス強化の沿革

取締役会 監査等委員会 アドバイザリー委員会

実務に精通した社内取締役（監査等委
員である取締役を除く）8名、監査等委
員である取締役７名（うち独立社外取
締役５名）で構成されています。

監査等委員である取締役７名は、取締役会
の議決権を有しており、取締役の選解任議
案の決定や業務執行の意思決定全般（取締
役に決定が委任されたものを除く）に関与
することで、監査・監督機能の強化を図って
います。

代表取締役、取締役および執行役員の指
名、報酬等に係る取締役会の機能強化を
目的に、取締役会の諮問機関として、委員
の過半数を社外取締役で構成するアドバ
イザリー委員会を設置しています。

コーポレートガバナンス・
ガイドライン

当行ではコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方や枠組みを定め、
行動の指針とするため「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定しています。
https://www.awabank.co.jp/policy/governance/

コーポレート・ガバナンス
経営基盤の強化

基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制

取締役会の実効性向上にむけた取組み

サクセッションプラン

当行は、行是「堅実経営」のもと、継続的な成長による企業価値の向上を通して、効率性と健全性に優れた信頼される銀
行をめざすため、良質なコーポレート・ガバナンスの確立を重要な経営課題の一つとして位置づけています。

複数の社外取締役を含めた取締役会による実効性の高い監督機能を確保するとともに、権限委譲により意思決定と業
務執行の機動性・戦略性を実現するため、監査等委員会設置会社を選択しています。

当行は、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・
分析を実施しております。 

自己評価・分析につきましては、外部機関の助言を得ながら以下の方法で行い、 2024年３月から４月にかけて取締役会
の構成員である全ての取締役を対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部機関に直接回答することで匿名性を確
保し、外部機関からの集計結果の報告を踏まえたうえで、2024年６月の取締役会において、分析・議論・評価を行いました。
その結果の概要は以下のとおりです。

アンケートの回答からは、活発な討議・運営がされているほか、社外取締役が率直に意見を出しやすい配慮がなされてい
る等、おおむね良好な評価が得られており、取締役会全体の実効性については確保されていると認識いたしております。 前
回実施した実効性評価では、資料の事前配布の徹底や適切な審議項目数等の課題について認識が共有されたところですが、
前回以降、資料の事前提供ルールの徹底、取締役会開催前の質疑応答機会の確保、説明時間の短縮等により改善されてい
ると認識しております。 一方で、株主との対話の取締役会へのフィードバック、役員トレーニングの希望、報告事項の簡素化
などの意見が出され、取締役会の機能のさらなる向上、議論の活発化に向けた課題についても共有いたしました。 今後、当
行の取締役会では本実効性評価を踏まえ、課題について十分な検討を行ったうえで迅速に対応し、取締役会の機能を高め
る取組みを継続的に進めてまいります。

●取締役頭取後継者候補の育成
（1）後継者候補（役員および最高職務等級の経営職から選定）には、必要な経験・研修の機会を計画的に提供する。
（2）全ての後継者候補を対象にアドバイザリー委員会において、後継者候補の経歴・経験・評価等の説明を継続的に
　  実施する。

（3）社外取締役と後継者候補との面談を定期的に複数回設け、後継者候補の資質・能力等を把握する機会を提供する。
　
●取締役頭取の選任プロセス
（1）現頭取は、後継者候補から次期頭取候補者をアドバイザリー委員会に推薦し、次期頭取として求められる人材要件や
　  育成状況等の推薦理由を説明する。

（2）アドバイザリー委員会による協議を行う。
（3）アドバイザリー委員会の協議結果報告を受け、取締役会が決定する。
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区　分 支給人数 報酬等の総額

報酬等の種類別の総額

固定報酬 業績連動報酬

基本報酬 基本報酬 賞与 株式報酬

　取締役（監査等委員を除く） 8名 299 ー 159 68 70

　取締役（監査等委員） 8名 75 75 ー ー ー

氏　名 現在の当行に
おける地位等

特に期待する知識・経験・能力

企業経営
経営戦略 金融実務 財務戦略

会計
IT・DX・
システム

人事
労務管理

ダイバーシティ

法務
コンプライ

アンス
リスク

マネジメント 地方創生

長岡　　奨 代表取締役会長 ● ● ● ● ● ●

福永　丈久 代表取締役頭取 ● ● ● ● ● ● ●

西　　大和 常務取締役 ● ● ● ●

山下　真弘 常務取締役 ● ● ● ● ● ● ●

三河　広明 常務取締役 ● ● ● ●

伊藤　輝明 常務取締役 ● ●

板東　克浩 取締役 ● ● ● ●

豊田　　晃 取締役 ● ● ●

大和　史郎 取締役 ● ● ● ● ● ● ●

浜尾　克也 取締役 ● ● ● ● ●

野田　聖子 　取締役 ● ● ●

矢部　　剛 　取締役 ● ● ●

橋爪　正樹 　取締役 ● ● ●

竹川　都之 　取締役 ● ●

瀧　　典子 　取締役 ●

（単位：百万円）

※各取締役に特に期待する知識・経験・能力であり、全ての知見・経験・専門性を表すものではありません。

● 取締役の報酬等の総額等（2023年度）

社外

社外

社外

社外

社外

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役

役員報酬

取締役の主な知識・経験・能力（スキルマトリックス）

当行は、役員の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めています。
当行の取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）および執行役員の報酬につきましては、「基本報酬」、

「賞与」および退任時に株式を交付する「業績連動型株式報酬」で構成され、健全かつ持続的な成長による企業価値向上
への意思を明確にするため、これら全ての報酬を一定の算式によって毎期の業績に連動させることを基本方針としています。

社外取締役および監査等委員である取締役の報酬につきましては、「基本報酬」のみとし、経営監督機能の強化を図る観
点から、その職務に鑑み定額とすることを基本方針としています。

なお、役員の個人別の報酬については、取締役会において定められた「役員の個人別の報酬等の内容に係る決定方針」に
基づき、代表取締役頭取に一任しております。

政策保有株式に関する基本方針

社外取締役のサポート体制

内部監査および監査等委員会監査の状況

（1）当行は、取引先との長期的・安定的な関係の構築、業務上の連携強化を主たる目的として、当行の中長期的な企業価
値向上の観点から経営判断を行い政策保有目的で株式を保有する。

（2）政策保有株式は、取得に際して、投資効果と保有リスクを十分考慮したうえで取得の諾否を決定する。
（3）個別の政策保有株式について、投資リターンと保有リスクを資本コスト等の観点から定期的に精査を行い、中長期的

な経済合理性や保有意義も踏まえ保有適否等を検証のうえ、取締役会において報告を行う。
（4）検証の結果、保有に見合った価値が認められないと判断した場合には、投資先企業と十分な対話を行い、理解を得た

うえで、縮減を進めることを基本方針とする。
（5）当行の株式を政策保有株式として保有している会社から株式の売却等の意向が示された場合、取引の縮減を示唆す

るなどの売却を妨げることは行わず、適切な対応を行う。

監査等委員である社外取締役を補佐する体制として、監査等委員会室を設置しており、専任の職員を１名以上配置するこ
とで、監査等委員である社外取締役の業務に必要なサポートを行っております。

また、監査等委員である社外取締役の監督機能充実のため、行内会議資料のタブレット端末による閲覧可能な体制の構
築、取締役会開催前に経営統括部より取締役会議案について詳細な事前説明を実施しているほか、代表取締役との定期会
合等への参加を通してサポートを行っております。

当行の内部監査部門である監査部（2024年3月31日現在16名）は、営業店および本部各部ならびに連結子会社に対して
業務の処理状況、法令等遵守状況、リスク管理状況等を検証・評価し、必要に応じて改善計画の報告を求め、内部監査の結
果を定期的に経営管理委員会、取締役会および監査等委員会に報告する態勢としています。

監査等委員会では、監査報告書の作成、監査基本方針および監査計画の決定、監査等委員会委員長、常勤監査等委員、選
定監査等委員、特定監査等委員の選定、各種規程の制定および改定、会計監査人の再任の適否の決定、監査法人の監査報
酬の同意などを行っています。また、監査基本方針および監査計画に基づき、監査等委員の職務の分担を定め、監査等委員
会監査基準等に準拠し、取締役の職務執行状況、内部統制システムの構築・運用状況、経営計画の取組状況等について重点
的な監査を実施するほか、代表取締役との定期会合、本部各部長および主要営業店長へのヒアリングを開催し、業務執行状
況等の確認や意見交換および質疑応答を実施しています。そのほか、会計監査人、内部監査部門、内部統制部門と定期的お
よび必要の都度、会合を持つほか相互の情報交換や意見交換を行うなど連携を密にし、監査等委員会監査の実効性向上に
努めています。

また、監査等委員会の職務を補助する監査等委員会室を設置し、専任の職員を配置しているほか、監査に必要あるときは、
独自に弁護士等の専門家と契約を行うことができるなど、監査等委員会の監査・監督機能の強化と実効性の確保を図ってい
ます。
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忠津　 聡（ただつ さとし） 県北広域エリア母店長
兼鳴門支店長兼大津支店長

湯浅 文健（ゆあさ ふみたけ） 関西広域エリア母店長
兼大阪支店長

坂田 寛行（さかた ひろゆき） 関東広域エリア母店長
兼東京支店長

橋本 勝彦（はしもと かつひこ） 営業推進部長

古川 雅弘（ふるかわ まさひろ） 審査部長

佐々 英毅（ささ ひでき） 県西広域エリア母店長
兼鴨島支店長兼川島支店長

藤倉 誠司（ふじくら せいじ） 県南広域エリア母店長
兼阿南支店長兼見能林支店長

宮崎 泰典（みやざき やすのり） 中四国広域エリア母店長
兼高松支店長兼丸亀支店長

谷口 　隆（たにぐち たかし） 業務管理部長

1980年４月  当行入行
2008年６月  当行取締役人事部長
2010年６月  当行取締役東京支店長
2012年６月  当行常務取締役
2016年６月  当行専務取締役
2017年４月  当行取締役頭取（代表取締役）
2023年４月  当行取締役会長（代表取締役）

1986年４月  当行入行
2018年6月  当行取締役常務執行役員
	 管理本部長
2020年６月  当行常務取締役管理本部長
2024年６月  当行取締役（監査等委員）

1992年４月  当行入行
2021年６月  当行取締役常務執行役員
	 大阪支店長
2022年４月  当行取締役常務執行役員関西
	 広域エリア母店長兼大阪支店長
2022年６月  当行常務取締役

1986年  ４月  当行入行
1992年12月  当行退職
1999年  ４月  弁護士登録 永沢総合法律事務	
	   所入所（現職）
2007年  ６月  株式会社ツムラ監査役
2015年  ６月  株式会社ツムラ監査役退任
2018年  ６月  当行取締役(監査等委員)
2021年  7月  医療法人いちえ会 監事(現職)
2023年  4月  国立大学法人一橋大学大学院
	   法学研究科法科大学院 特任教	
	   授（現職）

1995年４月  当行入行
2024年６月  当行取締役徳島市内広域エリア

母店長兼本店営業部長
	 兼両国橋支店長
	 兼かちどき橋支店長

1996年４月  当行入行
2024年６月  当行取締役経営統括部長

1994年４月  当行入行
2022年６月  当行取締役徳島市内広域エリア
	 母店長兼本店営業部長
	 兼両国橋支店長
	 兼かちどき橋支店長
2024年6月  当行常務取締役

2017年９月  徳島大学理工学部長
2020年４月  同大学大学院社会産業理工学研	
	 究部長兼創成科学研究科長
2022年3月  同大学退職
2022年４月  放送大学徳島学習センター所長	
	 （現職）
2022年６月  当行取締役（監査等委員）

1984年４月  当行入行
2012年６月  当行取締役総合企画部長
	 兼経営品質推進室長
2013年６月  当行取締役人事部長
2014年６月  当行常務取締役
2019年６月  当行専務取締役
2021年６月  当行専務取締役（代表取締役）
2023年４月  当行取締役頭取（代表取締役）

1986年４月  当行入行
2023年6月  当行取締役（監査等委員）

1994年４月  当行入行
2019年６月  当行取締役経営統括部長
2020年６月  当行常務取締役
2024年６月  当行常務取締役管理本部長

1992年  4月  中央新光監査法人大阪事務所
	   入社
1994年12月  同法人退職
1995年  4月  �公認会計士登録
	   星島公認会計士事務所入所
	   瀧公認会計士事務所開業（現職）
1995年  6月  �税理士登録
1998年12月  星島公認会計士事務所退所
2015年  1月  �税理士法人信和綜合会計事務

所社員（パートナー）（現職）
2024年  6月  当行取締役（監査等委員）

1991年4月  当行入行
2022年６月  当行取締役県北広域エリア
	 母店長兼鳴門支店長
	 兼大津支店長
2023年6月  当行常務取締役

1984年４月  日本生命保険相互会社入社
2015年７月  同社取締役常務執行役員お客様	
	 サービス本部長
2018年３月  同社取締役専務執行役員
2019年３月  同社取締役
2019年３月  ニッセイ情報テクノロジー株式会	
	 社代表取締役社長
2019年７月  日本生命保険相互会社取締役退任
2021年６月  当行取締役（監査等委員）
2023年４月  ニッセイ情報テクノロジー株式
	 会社代表取締役会長（現職）

1980年10月　監査法人朝日会計社（現有限責	
	 　 任あずさ監査法人）入社
1984年  8月　公認会計士登録
2004年  7月　あずさ監査法人（現有限責任あ

ずさ監査法人）大阪事務所IT監
査部長

2005年  5月　同法人代表社員
2019年  6月　同法人退職
2019年  7月　竹川都之公認会計士事務所開設
2024年  6月　当行取締役（監査等委員）

取締役会長

長岡 奨 （ながおか すすむ）

取締役監査等委員

大和 史郎 （やまと しろう）

社外取締役監査等委員

竹川 都之 （たけがわ くにゆき）

常務取締役

山下 真弘 （やました まさひろ）

社外取締役監査等委員

野田 聖子 （のだ せいこ）

取締役

板東 克浩 （ばんどう かつひろ）

取締役

豊田 晃 （とよた あきら）

常務取締役

伊藤 輝明 （いとう てるあき）

社外取締役監査等委員

橋爪 正樹 （はしづめ まさき）

取締役頭取

福永 丈久 （ふくなが たけひさ）

取締役監査等委員

浜尾 克也 （はまお かつや）

常務取締役

西 大和 （にし ひろかず）

社外取締役監査等委員

瀧 典子 （たき のりこ）

常務取締役

三河 広明 （みかわ ひろあき）

社外取締役監査等委員

矢部 剛 （やべ たけし）

■取締役

■取締役監査等委員

■執行役員

役員一覧
経営基盤の強化
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持続可能な成長に向けて

社外取締役座談会

実効性評価やフォロー体制もあり
ガバナンス強化は図られている
――経営基盤やガバナンスの強化に向けた現状での評

価や課題を聞かせてください。

野田　長期経営計画においては、取るべきリスクを明

確化して収益と健全性のバランスの最適化を図ってい

くリスクアペタイト・フレームワークを前提としています。

事業においてリスクを積極的に取っていく中では、リス

ク管理やコンプライアンスが一層重要視され、ガバナン

スの強化が必要とされます。

　当行は2018年から監査等委員会の設置会社となっ

ており、取締役会の社外取締役の割合は3分の1以上、

取締役会の諮問機関であるアドバイザリー委員会にお

いて社外取締役は7割程度となっています。また取締役

会の実効性評価やその結果をフォローしていく体制も

あるため、ガバナンスの強化はきちんと図られていると

思っています。

　せっかくこうしたフレームワークがあるわけですから、

社外取締役がそれを機能させていくという前提のもと、

もっと積極的にリスクを取っても良いのではないでしょ

うか。

矢部　「徳島を金融先進県へ」をキャッチフレーズとし

て掲げ、徳島における社会経済の持続的な発展を実現

する視座は、地域金融機関に期待する本質であり、と

ても好ましく思います。中小企業への永代取引を通じ

て、県外のビジネスを強化・拡大するという目標は、将

来的に徳島経済への還元が大いに期待でき、評価して

います。

　この実現に向けた課題は、第一に地元の経済を担う

人材の育成です。阿波銀行は徳島を支える一番の屋台

骨です。県外の大学に進学したとしても、徳島に戻って

きて活躍してもらえる人材を確保したいものです。次に

プレゼンテーション力やイメージ戦略が挙げられます。

そもそも基本方針が「堅実経営」ですから、あまり派手

な格好はしないでしょうが、それでは良さが世間に伝わ

らない時代になっています。

橋爪　私は経営の専門家ではなく一歩引いて客観的に

見ていますが、取締役会などでも、ガバナンスを効かせ

ていて方向性に納得することが多く、とても感心させら

れます。地元に対する想いや企業への伴走型支援など、

優しい企業風土は持ち味です。職員に対しても、業務へ

の満足度などをチェックしながら意見を吸い上げて、

柔軟に軌道修正していく姿が目に見えてわかります。大

企業でありながらとても先進的だと思います。

計画の結果はこれから。
永代取引やコンサルティング業務の強化に期待
――長期経営計画の進捗について現時点での評価や、

持続的成長を続けていくために必要なことは何か、お

聞かせください。

野田　業務には大きく「預かり資産営業」と「中小企業

融資」の分野がありますが、預かり資産営業は順調に進

んでいます。一方で中小企業の新規開拓先を拡大して

永代取引につなげていく分野はまだ課題があり、さらに

伸ばしていかなければなりません。加えてビジネスマッ

チングや事業承継、M&A、ファンドを利用した支援など、

コンサルティングの領域はこれから期待できる分野で

す。取引を通じて入手した情報は蓄積されているはずで、

マッチングがうまくいけばビジネス領域はさらに広がる

でしょう。阿波銀コンサルティングや阿波銀キャピタル

など、独自のスキルを持ったグループ会社と連携しなが

ら進めてほしいと期待しています。

矢部　支店の業績目標を自主目標制へ移行し、業績表

彰制度を廃止しました。また、人事制度ではエリア総合

職を総合職に統合しており、大きな制度改定を先に走ら

せています。計画の成果がでてくるのはこれからではな

いかと思います。お客さま本位の取組みもスピーディー

かつ機動的に行っていますので、目標に対して実績とし

て数字がどう反映してくるのか、今後に期待しています。

橋爪　進捗状況に関しては粛々と進んでいるところで

はないでしょうか。矢部取締役が言われたとおり、制度

改定により最初にシステム体制を構築して、現在は運用

の段階に入っているため、評価はまだこれからだと思い

ます。阿波銀行は徳島県だけでなく、関東・関西・中四国

での中小企業の活性化にも尽力しています。伴走支援

型のノウハウはあるものの、扱う件数や業務が増えてい

きます。現場の負担を軽くするためにも、当行が取組ん

でいるDXは早急に進める必要があるでしょう。

人材の育成と活躍を後押しする人事制度改定
――持続的成長のためには人的資本が欠かせません。

阿波銀行の人事制度の改定や女性活躍についてはど

のようにお考えでしょうか。

野田　新しい人事制度の導入により、総合職の一本化

が図られたことで、多様な人材が活躍できる環境が生

まれています。「キャリア支援課」が新設され、各種レベ

ルの職務別研修が用意されています。多様な職員の能

力を最大限に引き出せるようなマネジメントを経営幹

部には期待しています。また職員の方には、チャレンジ

することでまた別の景色が見えてくるということがあり、

遠慮せずに取組んでほしいです。特に女性のキャリアに

は「ガラスの天井」があると言われ、人によっては気づか

構造改革と永代取引の進化に取組む阿波銀行が、持続的に成長していくためにめざす方向や課題は
何か――。 多彩な経歴を持つ社外取締役が意見を交わしました。

社外取締役 （監査等委員）

野田 聖子
弁護士／国立大学法人一橋大学大学院　
法学研究科法科大学院 特任教授

社外取締役 （監査等委員）

矢部 剛
ニッセイ情報テクノロジー株式会社
代表取締役会長

社外取締役 （監査等委員）

橋爪 正樹
放送大学徳島学習センター所長
徳島大学 名誉教授
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ずに遠慮してしまうこともあるかと思いますので、意識

して臨んでいただきたいですね。

　また、エンゲージメントサーベイを定期的に実施する

ほか、役員と職員のダイアログを行っていますが、こう

した活発なコミュニケーションにより、職員の満足度

アップや若手職員の離職率の低下につながることを期

待しています。

矢部　コース制度・等級制度の改定や長期人材育成計

画の改定など、今回の人事制度改定を通じて、阿波銀

行の「全ての職員を大切にしていこう」という想いを

切々と感じています。支店で事務を担当されていた女性

職員が支店長になるなど、野田取締役のご尽力もあり、

女性活躍の場が増えていると思います。

　加えて、将来の阿波銀行を支えていくリーダーをどう

育てていくかが重要です。現在の役員の皆さんは全て

支店長経験がある金融のジェネラリストですが、これだ

け業務が多様化しスピードが速い時代には、資産運用

やITなどに特化したプロフェッショナル人材が必要で

す。こうした幹部候補生の育成が次の課題になるので

はないでしょうか。

橋爪　人材育成という部分では、世代間ギャップもあ

り捉え方も変わっているため、若い職員に寄り添う体制

が必要だと思います。取締役のメンバーもそうした状況

を把握していて、具体的な対応に入る段階です。さまざ

まな研修コースを受講できるものの、実際はいつ受講

するのかという問題があります。例えばキャリアアップ

のために休暇を得られるような体制が銀行にも求めら

れるのではないでしょうか。

　職員がやりがいを持って業務を遂行できるよう、取締

役会でもいろいろな意見に耳を傾けています。ただ、こ

うした議論の内容が職員の方にあまり届いておらず、真

意が伝わっていないのであれば残念です。皆さんの理

解が進み主体的にキャリアを捉えていただけるように

なれば、業務面での成果につながるのではないでしょ

うか。

徳島だけでなく
関東・関西・中四国でも銀行の魅力をアピール
――金融機関は地域に寄り添ったビジネスであるため、

地域の持続的な発展は不可欠です。人口減少下におい

てどう向き合っていくべきだとお考えですか。

野田　徳島は自然が豊かで、水も食べ物も美味しいな

ど多くの魅力があります。阿波銀行として徳島の魅力を

発信して、地域の発展を後押しする役割を担うべきだと

思います。注目しているのは、2023年に徳島県神山町

に開校した「神山まるごと高専」です。起業家を育成す

るプログラムや学費実質無料などで注目されている高

等専門学校で、在学生は国内外から集まっています。阿

波銀行はこの神山まるごと高専を支援しています。在校

生や卒業生に、徳島の魅力をアピールできればと期待

しています。

矢部　阿波銀行は地銀では珍しく、関東・関西・中四国

の支店でも収益を上げていて、融資のうち半分弱は県

外となっています。県外での収益をきちんと徳島に還元

するモデルを確立することを期待しています。また、阿

波銀行は徳島では文化やスポーツなどさまざまな地元

貢献をしています。営業拠点のある県外でも徳島の存

在感を打ち出すことで、徳島ブランドを高めていただけ

れば、優秀な人材の確保につながると思います。

橋爪　就職を望む地元の学生に徳島に残ってほしいで

すね。そのためには、徳島で働いて子育てができるよう

な仕組みが必要で、働きやすさが職員の満足につなが

ります。職員の声に耳を傾けられる体制は整っています

し、職員の方が自ら発信していくことで、性差なく、働き

やすい「次世代の徳島モデル」が確立できるのではと楽

しみにしています。

災害リスクにはBCPを含むマニュアルや訓練等
で対応
――2024年１月１日には能登半島地震があり、徳島県

も南海トラフのリスクがより意識されたと思います。そ

うしたリスクにどのように取組んでいるのか、BCPの観

点からお聞かせください。

野田　新店舗ができる際にはBCPの観点からさまざま

な検討を行っています。また、店舗ごとに年間を通じて

災害対応訓練を行うほか、災害が起こった際のマニュ

アルも用意しています。本部が被災した際に備えた2拠

点化なども実施されているため、BCPの観点で意識を

持って取組まれていると思います。

矢部　そうですね。取締役会などでも、支店において地

図を示しながら高潮や海抜など地震洪水の議題が上が

ります。支店ほか従業員への対応については、徹底して

いると感じています。

橋爪　先日も地震があった際には連絡が来て、何の被

害もなく通常どおり営業しているという知らせがありま

した。地震などの災害は規模の違いはあれ頻繁に発生

するものですが、銀行として従業員の安全確認などきち

んと対処できていると思います。

金融システムの安定稼働には
社内にプロフェッショナル人材が不可欠
――こうした災害リスクも踏まえ、金融システムの安定

稼働をするためへの取組みについての評価を教えてく

ださい。

矢部　地銀はどこもそうですが、コスト削減を目的にシ

ステムの共同化やクラウドサービスの利用が進んでい

ます。こうした状況下でITガバナンスを効かすためには、

中央集権でシステムをコントロールする力が必要です。

阿波銀行ではシステムを業務管理部が統括しているた

め、取締役会でシステムについて議論されることも多く、

経営陣が直接システムをコントロールしようとする意

思を感じます。プロフェッショナル人材を構え、パート

ナーシップを高めていく努力は、システムを安定稼働さ

せるうえで必要になるでしょう。

橋爪　システムの安定稼働においては専門職を雇用す

るのが不可欠だと思います。地元で働きたいと思いな

がら、情報系の学校を卒業して県外で働く学生が多い

のが現状です。そんな中、阿波銀行では今回の人事制

度改定で「専門職」を新設しました。銀行に情報系の仕

事があると思っている学生は少なく、銀行側も積極的

に広報していただき、システムを支える人材を募集する

とともに、地元に残れることをアピールしていただきた

いです。そうした専門性が銀行に備わっていれば、取引

先である中小企業のDX化支援が図れ、地元貢献につ

ながると思います。

中長期計画に魂を込めた運用を
――今後の阿波銀行に期待する点やアドバイスなどを

いただけますか。

橋爪　制度や仕組みは構築され、長期経営計画に従っ

て進んでいきますが、あとは従業員の意見を反映するな

ど魂を込める段階に入っています。女性が働きやすい職

場づくりや特色ある中小企業支援などで、徳島から日

本を変えていただきたいですね。

矢部　当行は、お客さまや株主、地域社会に目を向け

て配慮した経営を行っています。せっかくの取組みを

もっと発信してほしいですね。徳島だけでなく、県外

でも広くアピールしてほしいと期待しています。

野田　企業風土として、声をあげずに実績を上げてい

く美徳もあるかと思いますが、少し控えめな感じがしま

す。株主や機関投資家を集めたIRの場を積極的に設け

ることも、当行をアピールできる一案なのではと考えて

います。

社外取締役座談会
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リスク項目 主なリスク要因 経営成績に及ぼす影響 主な対応策

○信用リスク（注）

• 景気動向の変化
• 不動産価格の変動
• 融資先等の信用供与先の経
営状況の悪化など

• 不良債権額および与信費用
の増加
• 保有有価証券の減損または
評価損の発生

• 信用リスク管理方針の制定
• 信用リスクを有する資産の健全性の維持・向上およ
び最適なポートフォリオの構築
• 信用リスク管理手法の継続的な見直しによる高
度化

○市場リスク（注）
• 金利、為替レートおよび株価
の変動

• 資金利益の縮小
• 保有有価証券の減損または
評価損の発生

• ALM委員会等を通じた市場動向の変化に対応した
きめ細かい市場リスク管理
• 資産・負債の健全かつ効率的運営

○流動性リスク（注）

• 資金調達と資金運用の期間
のミスマッチ
• 予期せぬ資金の流出

• 資金繰りの逼迫
• 著しく高い金利での資金調
達によるコストの上昇

• 資産の健全性と信用の維持
• 常に余裕を持った資金繰りを行うための資金調達
や運用状況の分析
• 資金繰り逼迫時の対応をまとめた危機管理対策を
予め策定

○気候変動に関する
リスク（移行リスク・
物理的リスク）（注）

• 気候関連の規制強化や脱炭
素社会への移行に伴う影響
（移行リスク）
• 気候変動に伴う自然災害や
異常気象の増加などによる
物理的な被害（物理的リスク）

• 与信先の収益悪化や被災に
伴う不良債権額および与信
費用の増加
• 自然災害による本支店等の
設備への被害、当行グルー
プ役職員への人的被害

• シナリオに基づいた影響分析を行い、当行の財務
への影響を推計
• 上記信用リスクと同様の対策を実施
• 下記巨大災害等のリスクと同様の対策を実施

○巨大災害等の
リスク（注）

• 南海トラフ巨大地震等の災
害発生による当行グループ
役職員や施設等への甚大な
被害の発生
• 取引先の被災
• 地域経済の悪化

• 当行グループ役職員や施設
等への甚大な被害による一
部業務の停止
• 地域経済悪化に伴う不良債
権額および与信費用の増加

•「業務継続計画」を含む対応マニュアルの整備およ
び災害対応訓練などを通じたその実効性の向上
• 本部が被災する場合に備え２拠点化を実施
• 徳島県外でのバックアップセンターの構築
• 四国アライアンス参加行（当行、百十四銀行、伊予
銀行、四国銀行）による大規模災害発生時の相互支
援体制の構築

○感染症に関する
リスク（注）

• 経済活動停滞による景気悪
化
• 不安定な金融市場

• 不安定な金融市場や営業活
動自粛などによる収益の悪
化
• 景気悪化による与信費用の
増加

• 経営環境の変化を踏まえた経営計画の策定と遂行
• 業務の見直し・働き方改革への取組みの継続など、
構造改革による生産性の向上
• 休日相談窓口の設置、各種制度融資を利用したき
め細やかで迅速な資金繰り支援の実施

• 役職員の感染 • 役職員の感染による人的被
害

• 体調不良時の出勤停止など、職員間での集団感染
発生の防止
• 感染状況を勘案した、感染予防ルール等の随時見
直し

○お客さま本位の
業務運営に関する
リスク（注）

• 不適切な金融商品販売など • 一部業務停止などの行政処
分や信用の失墜による経営
成績等への悪影響

•「お客さま本位の業務運営」の実践に向けた態勢
整備
•「お客さま本位の業務運営に関する取組方針」の
遵守

  経営管理委員会
経営管理委員会は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役および本部担当部署を持つ取締役で構成され、頭取を委員
長とし、コンプライアンス、統合的リスク管理（統合リスク管理を除く）、内部監査等、内部統制全般に関する重要事項に
ついて協議・決定しています。原則として毎月１回以上開催しています。

  ALM委員会 ALM委員会は、頭取、副頭取、専務取締役、常務取締役および本部担当部署を持つ取締役で構成され、頭取を委員長と
し、ALM、統合リスク管理に関する重要事項について協議・決定しています。原則として毎月１回以上開催しています。

報告協議機関

監査部門

統括部門

管理部門

各リスク
事務
リスク

システム
リスク

人的
リスク

有形資産
リスク

法的
リスク

風評
リスク

信用
リスク

市場
リスク

流動性
リスク オペレーショナル・リスク

リスク統括部

業務
管理部

経営
統括部

営業
推進部

証券
国際部

リスク
統括部

経営
統括部

証券
国際部

リスク
統括部

経営
統括部

審査部

証券
国際部

リスク
統括部

取締役会

経営管理委員会・ALM委員会
●ALM協議・統合リスク
●オペレーショナル・リスク協議　等

監査等委員会

監査部

業務
管理部

経営
統括部

業務
管理部

リスク
統括部

経営
統括部

事業等のリスク
当行を取り巻く環境や事業の状況等を踏まえ、当行の経営に影響を与える可能性のある主要なリスクを特定し、主なリ

スク要因の把握、対応策の整備等、リスク管理の高度化に努めています。
また、主要なリスクのうち、当行グループの将来の経営成績等に与える影響の程度や発生可能性に照らして、「信用リス

ク」「市場リスク」「流動性リスク」「気候変動に関するリスク（移行リスク・物理的リスク）」「巨大災害等のリスク」「感染症
に関するリスク」「お客さま本位の業務運営に関するリスク」「システムリスク」を重要なリスクと認識しています。重要なリ
スクに対しては、定期的なモニタリング等により、重点的に管理しています。

● 主要なリスクの概要

リスク管理
経営基盤の強化

基本的な考え方

統合的リスク管理態勢

目まぐるしく変化する環境の中で、お客さまや株主等のさまざまなステークホルダーの信頼と期待に応えるには、個々のリ
スクを的確に把握・管理し、経営の健全性と、戦略に基づく適切な収益確保のバランスが重要となります。当行は、銀行全体
のリスクを統合的に管理する態勢の整備・確立に努めるとともに、RAFに基づくリスクリターンの最適化に向けた態勢の
構築を図っています。

当行は、各リスク管理部門において業務内容や保有するリスクの規模・態様に応じた適切なリスク管理を行うとともに、リ
スク統括部が銀行全体のリスク管理を統括する態勢としています。

リスク統括部は、各リスク管理部門からリスク管理の状況等について定期的および必要に応じて報告を受けるとともに、
各管理部門に対してリスク管理に関する適切な指示を行うことで態勢の強化を図っています。

65 66AWA BANK Integrated Report 2024

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

持
続
可
能
な
地
域
社
会
へ
の
取
組
み

阿
波
銀
行
の
価
値
創
造
の
し
く
み

経
営
基
盤
の
強
化

阿
波
銀
行
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ

活
力
あ
る
組
織
と
多
様
な
働
き
方
の
実
現

永
代
取
引
の
進
化

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ



● サイバーセキュリティ管理態勢

連携 連携

関連機関

官公庁・日本銀行

全銀協・地銀協

警察

法対応機関

ITベンダー

金融ISAC

JPCERT

JBO

じゅうだん会

取締役会

経営管理委員会

CSIRT統括責任者（経営統括部担当役員）

経営統括部（事務局）

関連部署

AWA－CSIRT

あわぎんグループ

営業店

本部

グループ会社

リスク項目 主なリスク要因 経営成績に及ぼす影響 主な対応策

オペレーショナル・リスク

○システムリスク
（注）

• 災害や機器・回線障害等に
よるシステムの停止、誤作動
•コンピュータの不正使用、
サイバー攻撃

• 業務遂行への悪影響
• 信用の失墜による経営成績
等への悪影響

• 災害や障害等に備え「緊急事態対応計画（コンティ
ンジェンシー・プラン）」を策定
•コンピュータ機器・通信回線等の二重化によるバッ
クアップ体制を構築
• 情報資産の保護に関する「情報資産管理基本規程
（セキュリティーポリシー）」等を制定
• サイバー攻撃などへ対応する会議体（AWA-
CSIRT）を設置

事務リスク

• 取扱商品の多様化、複雑化、
事務取扱量の増大
• 当行役職員による事故、不
正、情報漏洩、情報の紛失、
不適切な事務処理

• 信用の失墜による経営成績
等への悪影響
• 当行資産の喪失や対応費用
の発生などの経済的損失

• 事務管理態勢の強化
• 各種研修会および勉強会等を通じた職員の意識や
知識の向上
• 事務リスクの高まりにつながる複数のリスク要因を
数値化した「総合指標」を各営業店に還元し、事務リ
スクの管理および改善のPDCAを実施

風評リスク • 当行グループに対する否定
的な風評

• 業務遂行への悪影響 • 風評リスクの発生防止および発生時におけるリスク
の最小化のため「風評リスク管理規程」を制定

法的リスク

• 法令違反など
• 法令等の変更、廃止、新たな
法令などの制定に対する不
適切な対応

• 信用の失墜、評価の悪化に
よる経営成績等への影響

• 法令に加え社会規範の遵守など、コンプライアンス
の徹底
•コンプライアンス勉強会を通じた職員の意識や知
識の向上

人的リスク

• 役職員による人事運営上の
不公平・不公正・差別的行
為
• 人事労務上の問題に関連す
る重大な訴訟の発生

• 優秀な人材を確保できない
など、人的資産の損失・損害
• 人材不足等による業務運営
遂行の停滞・遅延

•コンプライアンスの研鑽
• 適切な人事処遇や労務管理のため、労務関連法令
諸規則を踏まえた人事関連諸制度を制定
• 職員に対する公平・公正な評価、働き方改革の継続、処
遇改善などを通じたＥＳ（従業員満足度）の向上
• エンゲージメントサーベイ、ダイアログ実施による
ＥＳ（従業員満足度）の向上

有形資産リスク
• 地震・台風等の自然災害や
犯罪等の発生による店舗設
備等への被害

• 業務の一部停止など • 施設の耐震対策や災害対応訓練等の事前対策実
施
• 災害等発生時の態勢整備

自己資本比率に関するリスク

自己資本比率が
悪化するリスク

• 自己資本比率規制で求められ
る水準（国内基準４％）を下回る

• 監督官庁からの命令による全
部または一部の業務停止など

• 資産の健全性の維持
• 経営計画の目標遂行などによる自己資本の拡充

繰延税金資産に
関するリスク

• 将来の課税所得の見込額縮
小による繰延税金資産の減額

• 経営成績等への悪影響
• 自己資本比率の低下

• 経営計画の目標遂行などによる課税所得水準の維
持・向上

その他のリスク

地域経済動向に
関するリスク

• 主要営業基盤である徳島県
の経済が悪化
• 人口減少による地域経済縮小

• 預貸金の減少に伴う収益の
悪化
• 人口減少に伴う預金の流出

• 地域に密着した営業施策
• 地域店舗ネットワークを活かした収益の向上
• 地方創生への取組みによる収益の向上

ビジネス戦略が
奏功しないリスク

• 業態の垣根を越えた競争の
激化
• 市場環境の変化

• 収益力の低下 • 経営環境を踏まえた経営計画の策定と遂行

格付低下のリスク • 格付機関による格付の引下
げ

• 資金調達条件の悪化
• 風評リスクの増大

• 経営環境を踏まえた経営計画の策定と遂行

マネー・ローンダ
リングおよびテロ
資金供与等対策に
係るリスク

• 犯罪収益の移転等に利用さ
れた取引等の看過
• 経済制裁措置への違反

• 当行グループの信用の失墜
• 監督官庁による制裁金や制
裁措置などの処分

•リスクベース・アプローチに基づく適切な管理
• システム導入等による管理態勢の高度化・効率化
• 研修や勉強会の実施による職員の意識と知識の向上

紛争・テロ等に
関するリスク

• 資源価格の高騰
• 為替レート・市場の混乱

• 経済情勢の悪化による与信
費用の増加
• 資金利益の縮小
• 保有有価証券の減損または
評価損の発生

• 上記信用リスク、市場リスクと同様の対策を実施

基本的な考え方

サイバー攻撃の定義

サイバーセキュリティ管理態勢

お客さまの大切な資産と情報を守ること、および金融サービスを安全にご利用いただくことが当行グループの社会的
責務であると認識し、サイバー攻撃によるリスクを重要なリスクの一つとして位置付け、経営主導によるサイバーセキュリ
ティ対策を推進しています。

サイバー攻撃とは、金融機関またはその利用者の情報システムや通信ネットワーク等に対し、インターネットや電磁的
記録媒体等を経由して不正侵入、不正プログラムの実行、その他の攻撃などを行うことにより、情報を窃取、改ざん、破壊
し、もしくは情報システムや通信ネットワーク等を誤作動、 停止させることなどにより機能不全に陥らせる行為を画策し、
または実行することをいいます。

当行グループは、高度化、巧妙化しているサイバー攻撃に対応する会議体（AWA-CSIRT）を設置し、サイバーセキュリ
ティ管理態勢の整備・強化を図っています。

インシデントが発生した場合は「サイバー攻撃対応マニュアル」に基づき組織を横断したCSIRTが連携のうえ、影響確認、
意思決定、対外広報、技術的対応等を確実かつ迅速に行えるよう、定期的に演習や訓練を実施しています。

サイバーセキュリティ
経営基盤の強化

（注）表中の「○」は、当行グループの将来の経営成績等に与える影響の程度や発生可能性に照らして、重要なリスクと認識しているリスクです。
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協議・報告

協議・報告

指示・回答

監査

監査

報告・相談

指示

取締役会 監査等委員会

経営管理委員会

監査部

経営管理小委員会

コンプライアンス責任者 営業店 コンプライアンス担当者

コンプライアンス統括部門　リスク統括部

コンプライアンス責任者 本部各部 コンプライアンス担当者

構築するシステムを「機密性、完全性、可用性」の観点で重要度をスコアリング
　
スコアリング結果を受けて「インターネット接続があり」かつ「重要度が高い」システムについては、
サイバーセキュリティの観点で「固有リスク評価※」（要求レベル）を実施
※固有リスク評価は、DDoS攻撃や不正アクセス等のサイバー攻撃別に「発生可能性×影響度」から各攻撃に対するリスク評価を実施

　
ITベンダーにサイバー攻撃別のセキュリティ対策の状況（対策レベル）を確認
　
「要求レベル」と「対策レベル」のギャップ（残存リスク）の有無を確認し、必要に応じて対応を実施

Step①

Step②

Step③

Step④

残存リスクの優先度大をシナリオに訓練参加

残存リスク等の台帳（対象システム）を一本化

※AML、サイバー両面から周知

[行内対策] 受信分の削除・注意喚起
[行外対策] 情報展開

平時の対応 緊急時の対応（緊急対策本部）

システム対応

案件受付

分散系判断

重要度分類

インターネット
接続

固有リスク
評価

対策レベル

IPアドレス取得

収集インシデント＝固有リスク＜対策レベルの対応

招集判断
など

脆弱性対応

不正送金

不審メール
注意喚起

Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ

Ａ
Ｗ
Ａ‒

Ｃ
Ｓ
Ｉ
Ｒ
Ｔ

サイバー訓練 監査等

課題・対応

狭義のインシデント対応

広義のインシデント対応

復旧対応
（システム障害）

サイバー対策
（拡大防止）

残存リスク
評価

システム
対応

（案件受付）

基本的な考え方

コンプライアンスの徹底 内部監査態勢の充実・強化

リスク管理プログラム

コンプライアンス態勢

銀行は、金融機能を通じて、経済、社会の発展に貢献するという公共的、社会的使命を担っています。こうした使命を全
うするには、業務の健全かつ適切な運営と社会からの信頼を確立しなければなりません。銀行としてお客さまの信頼にお
応えするには、コンプライアンスの徹底が必要不可欠です。コンプライアンスとは、一般的に法令等遵守と訳されています
が、当行では、法令のみならず社会規範、行内規則等も含めたものとして幅広く捉え、コンプライアンスの充実・強化に
取組んでいます。

コンプライアンスの基本方針、遵守基準、規
程を制定し、職員の公私両面にわたるコンプラ
イアンスの徹底を図っています。また、職員のコ
ンプライアンスに対する理解を深めるために、
コンプライアンス・マニュアルを発行し、各部
店での勉強会や自己啓発等のテキストとして積
極的に活用することで、コンプライアンスの研
鑽に努めています。コンプライアンス研修は、階
層別、職務別研修の他、月1回「コンプライアン
スの日」を設定し、部店内研修を実施していま
す。さらに、コンプライアンス担当者の研修を定
期的に開催し、重要なコンプライアンス事項を
全部店に徹底しています。また、定期的に全職
場を対象とするコンプライアンス・チェックを
実施しています。

監査部による本部監査、営業店監査を全部店に実施し、業務の運営状況等
をチェックしています。本部監査では、内部監査規程・内部監査マニュアルに
基づき、本部各部の相互牽制機能やプロセス管理機能等、内部統制の妥当性
と有効性を監査しています。営業店監査では、不祥事件の防止および事務の厳
正化の観点から、総合監査のほかに部分監査・指示検査を効果的に行ってい
ます。さらに、本部各部・営業店による厳正な自主検査を定期的に実施してい
ます。

コンプライアンスを充実・強化するための実行計画としてコンプライアンス
を含むリスク管理プログラムを策定し、本部・営業店別のプログラムに基づい
てさまざまな施策を実施しています。

当行は、コンプライアンスを経営上の最重要課題の一つと位置付け、コンプ
ライアンスに基づいた経営に徹することで、銀行の公共的、社会的責任を果た
し、お客さまの信頼にお応えしていきます。

リスク統括部にてコンプライアンス全般を統括するとともに、コンプライアンスに関する重要事項を協議・決定する全行
的機関として、経営管理委員会を設置しています。また、部店長をコンプライアンス責任者、次席者をコンプライアンス担
当者として全部店に配置するなど、コンプライアンス態勢を整備しています。

コンプライアンス
経営基盤の強化

サイバーリスク管理の取組み

サイバーセキュリティ教育

当行ではシステムを構築する際に、全てのシステムにおいてリスク評価や残存リスクへの対応を実施しています。

当行職員のＩＴ関連資格の取得やセキュリティ知識の習得をサポートするため、通信講座の斡旋や研修用動画の公開
を実施しています。

また偽の標的型攻撃メールを送信することで、職員がメールの不審な点に気付いて回避できるか、不審メール受信時の
報告連絡体制に問題はないかなどを確認するため、定期的に「標的型メール訓練」を実施しています。

また、システムの重要度に応じて外部専門家による脆弱性診断を実施し、第三者評価の結果に基づいた対策の強化に
継続的に取組んでいます。

当行では、脆弱性情報に基づく影響調査やサイバー訓練などの平常時の対応を「広義のインシデント対応」と捉え、
CSIRTで情報共有・実践することで有事の際に実効性のある取組みを行っています。
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（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

2023年
3月期

2024年
3月期

資産の部
現金預け金 482,868 402,273
コールローン及び買入手形 140,894 ―
買入金銭債権 817 720
有価証券 935,370 1,050,522
貸出金 2,172,312 2,342,731
外国為替 8,879 7,247
リース債権及びリース投資資産 30,057 32,469
その他資産 46,019 54,057
有形固定資産 38,438 38,346
　建物 13,779 15,334
　土地 20,657 20,537
　建設仮勘定 1,940 419
　その他の有形固定資産 2,061 2,055
無形固定資産 4,515 3,992
　ソフトウエア 4,403 3,879
　その他の無形固定資産 112 112
繰延税金資産 212 293
支払承諾見返 8,924 9,302
貸倒引当金 △18,981 △19,397
資産の部合計 3,850,329 3,922,560
負債の部
預金 3,250,619 3,197,431
譲渡性預金 130,006 134,458
コールマネー及び売渡手形 ― 4,996
債券貸借取引受入担保金 ― 4,315
借用金 128,110 158,036
外国為替 2 11
社債 ― 487
その他負債 40,016 46,800
賞与引当金 22 25
役員賞与引当金 50 52
役員退職慰労引当金 15 12
株式報酬引当金 290 313
睡眠預金払戻損失引当金 193 141
偶発損失引当金 1,314 1,398
繰延税金負債 9,454 29,638
再評価に係る繰延税金負債 2,545 2,514
支払承諾 8,924 9,302
負債の部合計 3,571,566 3,589,938
純資産の部
資本金 23,452 23,452
資本剰余金 20,106 20,106
利益剰余金 189,153 197,890
自己株式 △846 △2,541
株主資本合計 231,866 238,908
その他有価証券評価差額金 42,401 86,523
繰延ヘッジ損益 △297 2,430
土地再評価差額金 4,792 4,759
その他の包括利益累計額合計 46,896 93,713
純資産の部合計 278,763 332,622
負債及び純資産の部合計 3,850,329 3,922,560

2023年
3月期

2024年
3月期

経常収益 88,081 76,107
資金運用収益 44,079 44,688
　貸出金利息 24,786 25,806
　有価証券利息配当金 15,279 16,032
　コールローン利息及び買入手形利息 3,478 2,419
　預け金利息 525 426
　その他の受入利息 8 3
信託報酬 2 2
役務取引等収益 9,461 10,001
その他業務収益 18,843 17,513
その他経常収益 15,694 3,901
　償却債権取立益 309 941
　その他の経常収益 15,385 2,960

経常費用 72,653 59,482
資金調達費用 7,598 8,547
　預金利息 822 925
　譲渡性預金利息 12 10
　コールマネー利息及び売渡手形利息 30 453
　債券貸借取引支払利息 327 262
　借用金利息 34 45
　社債利息 ― 2
　その他の支払利息 6,369 6,848
役務取引等費用 1,288 1,298
その他業務費用 32,857 15,353
営業経費 29,403 30,478
その他経常費用 1,506 3,805
　貸倒引当金繰入額 956 2,647
　その他の経常費用 549 1,157

経常利益 15,428 16,624
特別利益 0 12
　固定資産処分益 0 12
特別損失 785 663
　固定資産処分損 83 109
　減損損失 701 553
税金等調整前当期純利益 14,642 15,973
法人税、住民税及び事業税 3,527 4,956
法人税等調整額 907 △246
法人税等合計 4,435 4,710
当期純利益 10,207 11,263
親会社株主に帰属する当期純利益 10,207 11,263

2023年
3月期

2024年
3月期

当期純利益 10,207 11,263
その他の包括利益 △16,245 46,849
　その他有価証券評価差額金 △15,973 44,121
　繰延ヘッジ損益 △272 2,727
包括利益 △6,038 58,113
　（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 △6,038 58,113

● 連結貸借対照表 ● 連結損益計算書

● 連結包括利益計算書

2023年3月期（百万円）
（Ａ）

2024年3月期（百万円）
（Ｂ）

前連結会計年度比（百万円）
（Ｂ）－（Ａ）

経常収益 88,081 76,107 △11,974
連結業務粗利益 30,642 47,006 16,363
　　除く債券関係損益（＝コア業務粗利益）（②＋③＋④） ① 49,240 46,651 △2,588
　資金利益 ② 36,481 36,140 △340
　　うち貸出金利息 24,786 25,806 1,019
　　うち有価証券利息配当金 15,279 16,032 753
　　うち資金調達費用（△） 7,598 8,547 949
　役務取引等利益 ③ 8,175 8,706 530
　その他業務利益 △14,014 2,159 16,174
　　除く債券関係損益 ④ 4,583 1,804 △2,778
経費（除く臨時処理分） ⑤ 29,238 30,327 1,089
連結業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 1,404 16,679 15,274
一般貸倒引当金繰入額 △424 △233 191
連結業務純益 1,828 16,912 15,083
連結コア業務純益（①－⑤） 20,002 16,323 △3,678
連結コア業務純益（除く投資信託解約損益） 19,529 15,468 △4,060
　有価証券関係損益 △3,524 2,283 5,807
　実質与信費用 847 1,946 1,098
経常利益 15,428 16,624 1,196
親会社株主に帰属する当期純利益 10,207 11,263 1,056

● 主要な損益の状況

連結財務諸表

事業の概況
（1）損益の状況

当連結会計年度の損益につきましては、資金調達費用の増
加などにより資金利益が減益となったことに加え、前連結会計
年度に計上した金融派生商品収益の反動減などから債券関係
損益を除くその他業務利益が減益となり、連結コア業務純益
は、前連結会計年度比36億78百万円減益の163億23百万円
となりました。また、投資信託解約損益を除いた連結コア業務
純益は、前連結会計年度比40億60百万円減益の154億68百
万円となりました。

経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益は、実質与
信費用が増加したものの、有価証券関係損益が増益となった
ことから、それぞれ前連結会計年度比11億96百万円増益の
166億24百万円、同10億56百万円増益の112億63百万円と
なりました。

当行は、株主への利益還元を重要な経営課題として認識し
ており、将来の収益基盤の強化に向けた内部留保の充実に努
めるとともに、株主各位に対し安定的かつ積極的な利益還元
を継続して行うことを基本方針としております。この方針のも
と、配当と自己株式取得額を合わせた株主還元率を、親会社
株主に帰属する当期純利益の40％以上とすることを目標とし
ております。

当行の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年2回を基
本方針としております。配当の決定機関は、取締役会であります。

当事業年度の期末配当につきましては、業績等を総合的に
勘案し、１株につき40円とさせていただきました。これにより、
当事業年度の年間配当は中間配当35円と合わせて１株につき
75円となりました。

（2）資産・負債の状況
譲渡性預金を含めた預金は、個人預金は順調に増加したも

のの、法人預金・公金預金が減少したことから、前連結会計年
度末比487億円減少し、当連結会計年度末残高は３兆3,318
億円となりました。個人年金保険等の預かり資産残高は、前
連結会計年度末比232億円増加し、当連結会計年度末残高は
2,671億円となりました。また、金融商品仲介業務における預
かり資産残高は、前連結会計年度末比2,455億円増加し、当
連結会計年度末残高は１兆353億円となりました。

貸出金につきましては、地域密着型金融を推進する中、さま
ざまな資金ニーズに積極的にお応えした結果、前連結会計年
度末比1,704億円増加し、当連結会計年度末残高は２兆
3,427億円となりました。

有価証券につきましては、株価の上昇による株式の増加を
主因として、当連結会計年度末の有価証券残高は前連結会計
年度末比1,151億円増加し、1兆505億円となりました。また、
当連結会計年度末の有価証券の評価損益は、前連結会計年度
末比633億円増加し、1,258億円の評価益となりました。

主要財務データ（連結）
コーポレートデータ
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2023年
3月期

2024年
3月期

営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税金等調整前当期純利益 14,642 15,973

　　減価償却費 3,062 3,294

　　減損損失 701 553

　　貸倒引当金の増減（△） △432 415

　　偶発損失引当金の増減（△） 108 84

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 0 2

　　役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3 1

　　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0 △3

　　株式報酬引当金の増減額（△は減少） 32 23

　　睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △78 △51

　　資金運用収益 △44,079 △44,688

　　資金調達費用 7,598 8,547

　　有価証券関係損益（△） 3,524 △2,283

　　金銭の信託の運用損益（△は運用益） △0 △0

　　為替差損益（△は益） △25,320 △10,147

　　固定資産処分損益（△は益） 83 97

　　貸出金の純増（△）減　 △55,279 △170,419

　　預金の純増減（△） 83,575 △53,187

　　譲渡性預金の純増減（△） △3,497 4,451

　　借用金（劣後特約付借入金を除く）
　　の純増減（△） △138,265 29,926

　　預け金（日銀預け金を除く）
　　の純増（△）減 △24,743 232

　　コールローン等の純増（△）減 △121,955 140,991

　　コールマネー等の純増減（△） △12,850 4,996

　　債券貸借取引受入担保金の
　　純増減（△） △40,945 4,315

　　外国為替（資産）の純増（△）減 △4,722 1,540

　　外国為替（負債）の純増減（△） △16 8

　　普通社債発行及び償還による増減（△） — 487

　　資金運用による収入 43,107 43,087

　　資金調達による支出 △7,553 △8,517

　　その他 7,496 1,727

　　小計 △315,808 △28,536

　　法人税等の支払額 △5,947 △2,927

　営業活動によるキャッシュ・フロー △321,755 △31,464

2023年
3月期

2024年
3月期

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有価証券の取得による支出 △318,540 △299,041

　　有価証券の売却による収入 294,509 156,481

　　有価証券の償還による収入 121,322 101,091

　　金銭の信託の増加による支出 △1,004 △1,507

　　金銭の信託の減少による収入 1,004 1,507

　　有形固定資産の取得による支出 △2,435 △1,906

　　有形固定資産の除却による支出 △77 △103

　　有形固定資産の売却による収入 29 29

　　無形固定資産の取得による支出 △1,558 △1,196

　投資活動によるキャッシュ・フロー 93,250 △44,644

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　配当金の支払額 △1,876 △2,559

　　自己株式の取得による支出 △2,067 △1,747

　　自己株式の売却による収入 342 51

　財務活動によるキャッシュ・フロー △3,601 △4,254

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △232,110 △80,362

現金及び現金同等物の期首残高 688,605 456,494

現金及び現金同等物の期末残高 456,494 376,132

● 連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円） （単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）

● 連結株主資本等変動計算書

2023年
3月期

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 23,452 20,106 185,469 △4,100 224,927 58,375 △24 5,126 63,476 288,404

当期変動額

　剰余金の配当 △1,876 △1,876 △1,876

　親会社株主に帰属
　する当期純利益 10,207 10,207 10,207

　自己株式の取得 △2,067 △2,067 △2,067

　自己株式の処分 △0 342 342 342

　自己株式の消却 △4,980 4,980 ― ―

　土地再評価
　差額金の取崩 333 333 333

　株主資本以外の
　項目の当期
　変動額（純額）

△15,973 △272 △333 △16,579 △16,579

当期変動額合計 ― ― 3,684 3,254 6,938 △15,973 △272 △333 △16,579 △9,640

当期末残高 23,452 20,106 189,153 △846 231,866 42,401 △297 4,792 46,896 278,763

2024年
3月期

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産
合計資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 23,452 20,106 189,153 △846 231,866 42,401 △297 4,792 46,896 278,763

当期変動額

　剰余金の配当 △2,559 △2,559 △2,559

　親会社株主に帰属
　する当期純利益 11,263 11,263 11,263

　自己株式の取得 △1,747 △1,747 △1,747

　自己株式の処分 51 51 51

　自己株式の消却 ― ―

　土地再評価
　差額金の取崩 33 33 33

　株主資本以外の
　項目の当期
　変動額（純額）

44,121 2,727 △33 46,816 46,816

当期変動額合計 ― ― 8,736 △1,695 7,041 44,121 2,727 △33 46,816 53,858

当期末残高 23,452 20,106 197,890 △2,541 238,908 86,523 2,430 4,759 93,713 332,622
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株主の氏名または名称 持株数（千株） 持株比率（％）
(自己株式を除く。)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,225 7.98

株式会社大塚製薬工場 1,585 3.92

阿波銀グループ職員持株会 1,338 3.31

日本生命保険相互会社 1,140 2.82

大塚製薬株式会社 932 2.30

明治安田生命保険相互会社 912 2.25

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 891 2.20

大昭興業株式会社 833 2.06

日亜化学工業株式会社 803 1.98

住友生命保険相互会社 745 1.84

（注）
１. 当行保有の自己株式は644千株であります。なお、自己株式には、役員報酬ＢIＰ信託が保有する当行株式283千株は含まれておりません。
２. 上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
　 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,225千株
　 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 891千株

商 号 株式会社阿波銀行
（The Awa Bank,Ltd.）

本店所在地 〒770-8601
徳島市西船場町二丁目24番地の1

創 業 1896（明治29）年 6月21日

設 立 1896（明治29）年 6月19日

資本金 234億円

店舗数
105店舗
（徳島県内83店舗、県外22店舗）
※�上記のうち21店舗（うち出張所1店舗）は店舗
内店舗による営業をしております。

CD・ATM数 181ヵ所

従業員数 1,316人

預金残高
（譲渡性預金を含む）

3兆3,409億円

貸出金残高 2兆3,398億円

自己資本比率
（国内基準）

（連結）10.72%
（単体）10.43%

格付け AA－（JCR）、A+（R&I）

阿波銀保証株式会社

所在地 〒770-0904
徳島市新町橋二丁目25番地

電 話 （088）623-3617
設 立 1975年6月2日
資本金 110百万円

阿波銀コンサルティング株式会社

所在地 〒770-0904
徳島市新町橋二丁目25番地

電 話 （088）654-0321
設 立 2014年7月31日
資本金 100百万円

阿波銀リース株式会社

所在地 〒770-0939
徳島市かちどき橋一丁目7番地

電 話 （088）622-2424
設 立 1974年1月23日
資本金 180百万円

阿波銀キャピタル株式会社

所在地
〒770-0911
徳島市東船場町二丁目21番地の2
阿波銀住友生命ビル3階

電 話 （088）602-8840
設 立 2023年7月12日
資本金 100百万円

阿波銀カード株式会社

所在地 〒770-0901
徳島市西船場町二丁目12番地

電 話 （088）653-8100
設 立 1990年2月6日
資本金 150百万円

阿波銀コネクト株式会社

所在地
〒770-8601
徳島市西船場町二丁目24番地の１
（阿波銀行本部ビル内）

電 話 （088）656-7936
設 立 2021年1月15日
資本金 100百万円

株式情報（1単元の株式数 100株）

大株主

株式数（2024年3月31日現在）

発行可能株式総数 100,000千株

発行済株式の総数 41,040千株

株主総数 13,476名

本紙の表紙デザインは喜田智彦氏の作品を使用させていただきました。

【作品について】
藍とイタリアン漆喰を組み合わせた、光沢のある左官アートです。
伝統的な素材と現代の技術を融合させ、新たな価値を創造しました。
このアートは、古き良き時代の美を未来へと継承するという意図を込めています。
伝統の中にある革新の可能性を感じ取っていただければ幸いです。

【プロフィール】
喜田　智彦
1977年徳島県生まれ
建設業に長年従事し、多くの建築物や構造物に携わってきたなかで「コンクリート」と「藍」に出逢
い、その可能性に魅了されたことをきっかけに「世界一美しいブルーを創る」をテーマとした研究
を始める。その後、約1年にわたった研究期間を経て、フランスルーブル美術館のアートフェアにも
展示された“新たなブルー”に到達。直後から、著名な建築家が手掛けた住居や高級ホテルの内装
や装飾品として採用されるなど、現在においては、アーティストとしての活動の幅を広げている。

企業情報
コーポレートデータ

当行の概況
（2024年3月31日現在）

あわぎんグループの状況
（2024年3月31日現在）
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「あわぎんBASE」＝ 本店営業部　パブリックスペース

■阿波銀プラザ

■スタートアップショップ

■キッズスペース

本店営業部（あわぎんBASE）の取組み
～地方創生・地域活性化への貢献～

本店営業部では、パブリックスペースが大半を占めており、さまざまな方が訪れる空間づくりをめざしています。ビジネス・
観光・イベント等の情報がたくさん集まり、発信する場所「あわぎんBASE」として親しまれています。

2階、3階の吹き抜けに面した開放的な空間で、誰もが作品を展示できる無料のギャラリーです。

徳島県内の観光スポットやお買い物情報が掲載されて
います。

誰でも自由に仕事・勉強
ができるスペースです。
イベント・セミナーを開
催するなど、人・企業・地
域の情報交換や出会い
の場となるスペースをめ
ざしています。

三面マルチプロジェクションによる映像を楽しむことができます。

徳島および阿波銀行に関する歴史資料展示スペースです。名前の
128thとは、本年、阿波銀行が128周年であることを表しており、1年
1年歴史を積み重ねるごとに名前が変わっていきます。

一般書店ではあまり
目にすることができ
ない小さな出版社な
どの珍しい本を集め
ました。

起業をめざす方やお取引先のみなさまの商品が展示できるスペースです。

徳島県産材の杉をふんだんに使ったキッズスペース（もくもくBANK）では木琴やパズルなどのおもちゃを配置し、
お子さまと一緒に木の香りや温かさを感じられる空間です。

●あわぎんキッズクラブ
子どもたちと保護者のみなさまが「楽しく学び遊べる場」を通じて、子どもたちの未来・好奇心を育むことを目的に「あわぎ

んキッズクラブ」を運営しています。あわぎんキッズクラブでは、地域の伝統文化に触れる機会や、スポーツイベントと連携し、
地域のにぎわいにつながるイベントを開催しています。
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